
事務事業評価調書

- -

評
　
　
価

・従来の目標指数は「活力あるふるさと兵庫実現プログラム」に基づいて設定していたが、令和元年度に看
護職員需給推計を策定したため、目標数値の見直しを行い、より目標値の高い数値で設定した。保健医療計
画においても、需給推計の策定により、令和２年度に見直しを行なう予定である。
・出産に伴う看護職員の離職防止及び潜在看護職員の再就業を図るため、就業環境の改善を進めることが必
要であり、当事業は、子どもを持つ医療従事者の就業環境整備・離職防止につながっている。
・県：事業者=２：１の負担割合であり、事業者にも負担が発生している。また、保育児童１人あたり１万円
以上の保育料を徴収している施設を補助対象としており、事業者や保育施設利用者にも応分の負担が発生し
ていることから、事業コストとしては適正である。

３
年
目
の
見
直
し

－

※ ※ ※

常勤看護職員離職率
（活力あるふるさと兵庫実
現プログラム）
（※）日本看護協会「病院
看護実態調査」による（実
績把握は例年翌々年度の
5月頃）

目 標 12.0 11.7 11.4 11.1

(単位当たりコスト) (23,824) - -

［うち事業拡大分］ - - - -

達成率(見込) 103.3% -

72,084 72,706

-

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【令和3年度】

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

-

- -

-

10.9

実 績 ( 見 込 ) 12.4

76,579

実 績 ( 見 込 ) 65,057 68,521 ※ ※ 【令和7年度】

【年度】
看護職員数
（兵庫県看護職員需給推
計）
（※）看護職員業務従事者
届による隔年調査（実績把
握は翌年度6月頃）

目 標

達成率(見込) 91.2% 95.7%

［うち事業拡大分］ - -

- -

(単位当たりコスト) (5 千円) (4 千円)

71,323 71,582

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

365,084 千円 354,566 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

295,417 千円 298,801 千円

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

364,193 千円

0 千円

(その他[医療介護推進基金]) (294,513千円) (297,933千円) (364,193千円) (353,667千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円) (0千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

(0千円)

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円

297,933 千円 364,193 千円 353,667 千円

(0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円
事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 294,513 千円 297,933 千円

(県債) (0千円)

(一般財源)

病院内保育所運営費補助（昭和49年度～） 連 絡 先 078-362-3251

0 千円

0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課医療人材確保班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

353,667 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円

２年度当初予算額

事業費① 294,513 千円



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 健康増進課認知症対策室

事 業 名 認知症予防の推進 連 絡 先 078-362-3188

２年度当初予算額

事業費① 13,115 千円 7,048 千円 26,427 千円 26,426 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 5,400 千円 0 千円 0 千円 0 千円

23,250 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

23,250 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (2,450千円) (2,334千円)

補助金・交付金 3,438 千円 379 千円

その他需用費等 4,277 千円

(一般財源) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

6,669 千円 3,177 千円 3,176 千円

(その他[地域振興基金、医療介護推進基金]) (10,665千円) (4,714千円) (13,214千円) (13,213千円)

(13,213千円) (13,213千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

4,520 千円 4,339 千円 4,453 千円 4,492 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

職員給与費　　　　   a 3,921 千円 3,908 千円 3,854 千円 3,848 千円

賞与引当金繰入額     b 273 千円 274 千円 273 千円 274 千円

退職手当引当金繰入額 c 326 千円 157 千円 326 千円 370 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

17,635 千円 11,387 千円 30,880 千円 30,918 千円

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

11,767 12,219 (12,200) (12,400) 【R6年度】

[0.1千円]

(2 千円)

－

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

市町認知症相談窓口
相談件数
（地域創成戦略事業進捗
指標）

目 標

達成率(見込) 105.1% 105.3% (101.7%)

11,200 11,600 12,000 12,400 13,200

(100.0%)

(単位当たりコスト) (1 千円) (1 千円) (3 千円)

［うち事業拡大分］ － －

実 績 ( 見 込 )

［うち事業拡大分］ － －

41

実 績 ( 見 込 ) 36 38 (41) (41) 【R2年度】

[43千円] －

達成率(見込) 87.8% 92.7% (100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

・認知症の予防や早期発見・対応により、適切な支援を受けながら地域での生活を継続することができる。
・各種研修参加者や認知症予防の取組市町の増加により、事業費の効率的な運用が図れている。
・認知症健診等の早期発見・早期対応の取組みを実施する市町が増加しにくい。この原因として健診を所管
している健康部門と、認知症対策を所管している高齢部門との連携が課題であることから、引き続き連携強
化研修を実施する。

３
年
目
の
見
直
し

－

(単位当たりコスト) (490 千円) (300 千円) (753 千円) (754 千円)

認知症健診等の早期発
見・早期対応の取組みを
実施する市町
（兵庫県老人福祉計画）

目 標 41 41 41 41



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 健康増進課認知症対策室

事 業 名 認知症医療対策の充実(平成17年度～) 連 絡 先 078-362-3188

43,988 千円 52,033 千円

補助金・交付金 31,176 千円 31,176 千円 33,684 千円 47,719 千円

102,743 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 31,353 千円 34,966 千円

事業費① 65,338 千円 70,351 千円 81,665 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 2,809 千円 4,209 千円 3,993 千円 2,991 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (12,870千円) (14,672千円) (18,286千円)

(その他[地域振興基金、医療介護推進基金]) (52,468千円) (55,679千円) (63,379千円) 80,069 千円

(一般財源) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

22,674 千円

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) [0千円]

0.5人 従事人員 0.5人

4,520 千円 4,339 千円 4,453 千円 4,492 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員

職員給与費　　　　   a 3,921 千円 3,908 千円 3,854 千円 3,848 千円

賞与引当金繰入額     b 273 千円 274 千円 273 千円 274 千円

従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

69,858 千円 74,690 千円 86,118 千円 107,235 千円

退職手当引当金繰入額 c 326 千円 157 千円 326 千円 370 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [4,314千円] [8,784千円]

事業目的の
達成度を
示す指標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

2年度
目標

最終目標

【年度】
認知症サポート医養成数
（累計）
（兵庫県老人福祉計画）

目 標 171 229 287 344

［うち事業拡大分］ － － [15.7千円]

344

実 績 ( 見 込 ) 171 230 (274) (344) 【R2年度】

[26.5千円]

達成率(見込) 100.0% 100.4% (95.5%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (409 千円) (325 千円) (314 千円) (312 千円)

2,339

実 績 ( 見 込 ) 1,489 1,724 (2,024) (2,324) 【R2年度】

かかりつけ医認知症対応
力向上研修（累計）
（兵庫県老人福祉計画）

目 標 1,489 1,739 2,039 2,339

(単位当たりコスト) (47 千円) (43 千円) (43 千円) (46 千円)

［うち事業拡大分］ － － [2.1千円] [3.8千円]

達成率(見込) 100.0% 99.1% (99.3%) (99.4%)

評
　
　
価

・高齢化の進展に伴い、県下の認知症高齢者は急増することが見込まれていることから、認知症の早期発見・早期診断
による適切な医療を提供するために、地域の認知症医療体制を整備する必要がある。
・各種研修の受講者を増加させることにより、一人あたりの養成単価を抑制している。また研修や会議等は可能な限り
国庫補助単価を活用し、適正なコストにより実施している。
・地域における認知症の医療保健水準の向上を図ることで、要介護度の維持・改善に繋がっていくため、医療費や介護
保険給付費の削減が期待される。
・各研修修了者数が目標に近い数字なので、目標達成に向けて医師会や疾患医療センター・市町と連携することで、R2
年度目標を達成できるよう努める。

３
年
目
の
見
直
し

―



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 健康増進課認知症対策室

事 業 名 認知症ケア人材の育成 連 絡 先 078-362-3188

17,707 千円 18,074 千円

補助金・交付金 1,150 千円 0 千円 0 千円 0 千円

20,891 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 14,266 千円 15,423 千円

事業費① 19,259 千円 18,974 千円 20,774 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 3,843 千円 3,551 千円 3,067 千円 2,817 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (1,777千円) (1,777千円) (1,810千円)

(その他[地域振興基金、医療介護推進基金]) (17,482千円) (17,197千円) (18,964千円) (19,081千円)

(一般財源) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(1,810千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.2人 従事人員 0.2人

1,807 千円 1,736 千円 1,781 千円 1,797 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

職員給与費　　　　   a 1,568 千円 1,563 千円 1,542 千円 1,539 千円

賞与引当金繰入額     b 109 千円 110 千円 109 千円 110 千円

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

21,066 千円 20,710 千円 22,555 千円 22,688 千円

退職手当引当金繰入額 c 130 千円 63 千円 130 千円 148 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [1,028千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

2年度
目標

最終目標

【年度】

法人後見・市民後見体制
整備市町数
（兵庫県老人福祉計画）

目 標 17 20 23 26

［うち事業拡大分］ － － [49千円]

41

実 績 ( 見 込 ) 18 20 (21) (26) 【R7年度】

－

達成率(見込) 105.9% 100.0% (91.3%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (1,170 千円) (1,036 千円) (1,074 千円) (873 千円)

6,834

実 績 ( 見 込 ) 5,578 6,050 (6,478) (6,834) 【R2年度】
認知症介護実践者研修修
了者数
（兵庫県老人福祉計画）

目 標 5,088 5,996 6,415 6,834

(単位当たりコスト) (4 千円) (3 千円) (3 千円) (3 千円)

［うち事業拡大分］ － － [0.2千円] －

達成率(見込) 109.6% 100.9% (101.0%) (100.0%)

評
　
　
価

・高齢化の進展に伴い、県下の認知症高齢者は急増することが見込まれていることから、地域や施設等における認知症ケアに係る
人材育成と資質向上による適切なケア体制の構築が必要。
・認知症介護職員のﾘｰﾀﾞｰや指導的立場の人材は毎年着実に増員できており、認知症介護研修や地域における認知症の普及啓発活
動の講師を担う等、積極的に活動を行っている。
・認知症介護専門職などの資質向上を目的とした研修は、受講者に一定の負担を求め、受益と負担の適正化を図っている。
・認知症介護実践者研修については、指定機関による研修実施により、養成数の拡大を図っている。
・認知症機能評価システム（兵庫県4DAS）研修については、H31年度より全県展開や多職種への浸透を図り、研修回数の増加や
フォーラムの回数増加により事業を拡充しており、研修受講者の増や職能団体による研修の実施など事業拡充の効果が表れてい
る。
・法人後見・市民後見体制整備事業における市町を対象とした会議や研修の実施により、体制整備市町数が増加してきている。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 健康増進課認知症対策室

事 業 名 認知症地域連携体制の強化 連 絡 先 078-362-3188

1,635 千円 1,516 千円

補助金・交付金 1,900 千円 0 千円 0 千円 0 千円

6,780 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 1,480 千円 1,480 千円

事業費① 6,843 千円 6,584 千円 6,628 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 3,463 千円 5,104 千円 4,993 千円 5,264 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (2,129千円) (2,361千円) (2,099千円)

(その他[地域振興基金、医療介護推進基金]) (4,714千円) (4,223千円) (4,529千円) (4,588千円)

(一般財源) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(2,192千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.4人 従事人員 0.4人

3,614 千円 3,470 千円 3,561 千円 3,593 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.4人 従事人員 0.4人 従事人員

職員給与費　　　　   a 3,136 千円 3,126 千円 3,083 千円 3,078 千円

賞与引当金繰入額     b 218 千円 219 千円 218 千円 219 千円

従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

10,457 千円 10,054 千円 10,189 千円 10,373 千円

退職手当引当金繰入額 c 260 千円 125 千円 260 千円 296 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [227千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

2年度
目標

最終目標

【年度】

認知症サポーター養成数
（兵庫県老人福祉計画）

目 標 350,000 400,000 450,000 514,400

［うち事業拡大分］ - - -

514,400

実 績 ( 見 込 ) 390,000 411,186 (482,588) (514,400) 【R2年度】

[0千円]

達成率(見込) 111.4% 102.8% (107.2%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (0 千円) (0 千円) (0 千円) (0 千円)

41

実 績 ( 見 込 ) - - (7) (10) 【R7年度】
チームオレンジ等の整備
市町数
（認知症施策推進大綱）

目 標 - - 7 10

(単位当たりコスト) - - (1,456 千円) (1,037 千円)

［うち事業拡大分］ - - - [0千円]

達成率(見込) - - (100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

・高齢化の進展に伴い、県下の認知症高齢者は急増することが見込まれている。認知症の医療介護連携を強化するとともに、地域における支援体制
の強化を図るための取組みが必要。
・認知症地域連携体制構築に係る会議や研修会については国庫補助単価を適用している。
・認知症サポーターは毎年着実に養成できており、地域における認知症の普及啓発が進んできている。
・認知症の人とその家族のニーズに認知症サポーターの活動をつなげる仕組み（チームオレンジ等）の整備を進めることで、今後増加する認知症の
人が住み慣れた地域で暮らし続けることのできる地域づくりにつながることが期待される。
・認知症高齢者等の見守り・SOSネットワーク事業はH30年度中に全市町で構築済みであり、県下全域で地域の支援体制が構築できている。
・地域住民が認知症についての理解を深めるとともに、認知症の容態に応じた地域での適切な支援を行うことは、認知症の人やその家族の住み慣れ
た地域での安心した生活に結びつく。また、これらの取組が医療費や介護保険給付費等の削減につながることが期待される。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 健康増進課認知症対策室

事 業 名 若年性認知症施策の推進(平成21年度～) 連 絡 先 078-362-3188

15,574 千円 15,005 千円

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

15,687 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 13,197 千円 13,062 千円

事業費① 15,667 千円 14,988 千円 15,850 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 2,470 千円 1,926 千円 276 千円 682 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (4,603千円) (4,444千円) (4,661千円)

(その他[地域振興基金、医療介護推進基金]) (11,064千円) (10,544千円) (11,189千円) (11,096千円)

(一般財源) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(4,591千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.2人 従事人員 0.2人

1,807 千円 1,736 千円 1,781 千円 1,797 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

職員給与費　　　　   a 1,568 千円 1,563 千円 1,542 千円 1,539 千円

賞与引当金繰入額     b 109 千円 110 千円 109 千円 110 千円

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

17,474 千円 16,724 千円 17,631 千円 17,484 千円

退職手当引当金繰入額 c 130 千円 63 千円 130 千円 148 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

2年度
目標

最終目標

【年度】
若年性認知症相談窓口の
設置市町数
（兵庫県老人福祉計画）

目 標 41 41 41 41

［うち事業拡大分］ － － －

41

実 績 ( 見 込 ) 41 41 (41) (41) 【R2年度】

－

達成率(見込) 100.0% 100.0% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (426 千円) (408 千円) (430 千円) (426 千円)

100%

実 績 ( 見 込 ) － － (50.0) (75.0) 【Ｒ7年度まで】

若年性認知症支援コー
ディネーターの初任者研
修・フォローアップ研修受
講率
（認知症施策推進大綱）

目 標 － － 50 75

(単位当たりコスト) － － (353 千円) (233 千円)

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － (100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

・若年性認知症支援センターについては、新オレンジプランにおいて都道府県ごとの設置が要請されている。また、認知症は高齢者特有の疾患であ
るという誤解から、本人や周囲の気づきの遅れなどにより受診が遅れがちである。ついては、これらの課題に対し、若年性認知症支援ｾﾝﾀｰの設置に
より、市町の相談体制の整備や早期受診を促すための啓発促進、ピア・サポート体制の充実が期待できる。
・若年性認知症自立支援ネットワーク会議や若年性認知症支援センターの運営に関しては、可能な限り国庫補助を活用するとともに、認知症の早期
発見・早期対応等、当事者が地域で安心して暮らせる市町体制の整備を進めることで、医療費等の削減を図ることが期待できる
・全市町で若年性認知症相談窓口が設置されている。若年性認知症支援センターによる市町支援等により、市町における相談窓口の体制を強化して
いく。
・市町を支援し、専門的な相談に対応する若年性認知症支援コーディネーターが、国実施の研修を体系的に受講してすることにより、県下若年性認
知症支援体制が強化されることが期待できる。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

- -

評
　
　
価

・地域医療構想の実現に向け、その受け皿となる在宅医療のニーズが増大することに対応し、充実を図るこ
とが必要なため、在宅医療推進協議会の地域での取組を推進する。
・県医師会及び県歯科医師会の専門知識を活用し、効率的な事業執行を行っている。
・より事業効果に近い指標で評価するため、「在宅看取率」から「在宅療養支援歯科診療所数」に指標を見
直した。

３
年
目
の
見
直
し

－

673 ※ ※

在宅療養支援歯科診療所
数
※実績把握は、例年次年
度７月頃

目 標 602 631 660 680

(単位当たりコスト) (73 千円) (93 千円) -

［うち事業拡大分］ - - - -

達成率(見込) 110.0% 106.7%

1,014 1,050

-

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【令和７年度】

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

-

- -

-

802

実 績 ( 見 込 ) 662

1,185

実 績 ( 見 込 ) 925 954 ※ ※ 【令和７年度】

【年度】
在宅療養支援病院・診療
所数
※実績把握は、例年次年
度７月頃

目 標

達成率(見込) 97.8% 97.3%

［うち事業拡大分］ - -

- -

(単位当たりコスト) (52 千円) (65 千円)

946 980

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

112,930 千円 112,078 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

48,001 千円 62,300 千円

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

112,039 千円

0 千円

(その他[医療介護推進基金]) (47,097千円) (61,432千円) (112,039千円) (11,179千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円) (0千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

(100,000千円)

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円

61,432 千円 112,039 千円 111,179 千円

(0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円
事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 47,097 千円 61,432 千円

(県債) (0千円)

(一般財源)

団体との連携による医療介護連携事業（平成26年度～） 連 絡 先 078-62-3135

0 千円

0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課企画調整班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

111,179 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円

２年度当初予算額

事業費① 47,097 千円



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 健康増進課歯科口腔保健班

事 業 名 歯及び口腔の健康づくり推進事業（平成17年度～） 連 絡 先 078-362-9109

2,484 千円 6,736 千円

補助金・交付金 1,300 千円 1,363 千円 1,593 千円 2,730 千円

15,119 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 330 千円 2,109 千円 2,179 千円 2,199 千円

委託料 5,029 千円 7,253 千円

事業費① 9,377 千円 14,505 千円 10,835 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 2,718 千円 3,780 千円 4,579 千円 3,454 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (5,436千円) (7,638千円) (5,135千円)

(その他[         ]) (2,032千円) (2,297千円) (2,402千円) (7,371千円)

(一般財源) (1,909千円) (4,570千円) (3,298千円) (2,807千円)

(4,941千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

1.0人 従事人員 1.0人

9,037 千円 8,677 千円 8,904 千円 8,983 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

職員給与費　　　　   a 7,841 千円 7,816 千円 7,708 千円 7,695 千円

賞与引当金繰入額     b 545 千円 548 千円 545 千円 548 千円

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

18,414 千円 23,182 千円 19,739 千円 24,102 千円

退職手当引当金繰入額 c 651 千円 313 千円 651 千円 740 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [7,513千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
３歳児のむし歯のない人
の割合の増加（健康づくり
推進実施計画）

目 標 90% 90% 90% 90%

［うち事業拡大分］ - - -

－
実 績 ( 見 込 ) 87.2% 88.3% 90% 90%

[8,348千円]

達成率(見込) 96.9% 98.1% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (21,117 千円) (26,254 千円) (21,932 千円) (26,780 千円)

－
実 績 ( 見 込 ) 30 32 (34) (34)

12歳児での1人平均むし歯
数１歯未満である市町数
の増加（健康づくり推進実
施計画）

目 標 34 34 34 34

(単位当たりコスト) (614 千円) (724 千円) (581 千円) (709 千円)

［うち事業拡大分］ - - - [221千円]

達成率(見込) 88.2% 94.1% (100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

事業実施にあたっては、できる限り実績とノウハウを持った団体に委託、また、専門的かつ技術的な事業の
みを行うなどより効率的に実施している。
8020運動目標達成者割合については毎年度の評価は困難であるが、12歳児の指標は平成26年度に達成してお
り、３歳児の指標についても徐々に目標値に近づいている。今後は、口腔保健支援センターを中心に総合的
な歯科保健対策を推進しながら、、新たに歯科衛生士の配置による市町の歯科保健体制の整備や大学での歯
科健診、オーラルフレイル対策等にも取り組み、各目標の達成を目指す。

３
年
目
の
見
直
し

－



事務事業評価調書

「まちの保健室」開設数
（21世紀兵庫長期ビジョン
フォローアップ指標）

－

３
年
目
の
見
直
し

－

評
　
　
価

・拠点箇所数については、H28年度までは増加傾向であったが現在、他職種による受け皿の増加により、現状
維持の状況である。そのため地域特性に応じた内容の充実を図る方向で事業を見直し、展開している。
・継続実施となっている開設場所については、参加者等の状況を検証・評価し、効果の見える化を図り、活
動している。
・活動の継続を図りながら、住民自身でセルフケアできるようなかかわりも念頭に活動を継続していく必要
がある。

達成率(見込) 91.7% 95.3% (91.6%) (91.6%)

目 標 － － － －

実 績 ( 見 込 ) － － － －

－

実 績 ( 見 込 ) 637 626 (602) (602)

695 657 657

－ － －

(単位当たりコスト) (35 千円) (35 千円) (37 千円)

目 標 657

(37 千円)

［うち事業拡大分］

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員

最終目標30年度
実績

[0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

指標名 区　　分
29年度
実績

元年度
見込

２年度
目標 【年度】

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － － －

4,520 千円

0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

4,339 千円 4,453 千円 4,492 千円

職員給与費　　　　   a 3,921 千円

(一般財源) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円)

(0千円)

(その他[医療介護推進費]) (17,847千円) (17,847千円) (17,847千円) (17,847千円)

(0千円)

3,908 千円 3,854 千円 3,848 千円

従事人員 0.5人

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 健康増進課保健・栄養指導班

人件費②（a＋b＋c）

事 業 名 まちの保健室推進事業（平成16年度～） 連 絡 先 078-362-3250

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 0 千円 0 千円

委託料 0 千円

元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 17,847 千円 17,847 千円 17,847 千円 17,847 千円

0 千円

補助金・交付金 17,847 千円 17,847 千円 17,847 千円 17,847 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円 0 千円

－

賞与引当金繰入額     b 273 千円 274 千円 273 千円 274 千円

退職手当引当金繰入額 c 326 千円 157 千円 326 千円 370 千円

0.5人

22,367 千円 22,186 千円 22,300 千円 22,339 千円

事業目的の
達成度を
示す指標

[うち事業拡大分]

(単位当たりコスト) － － － －



事務事業評価調書

所 管 課 班 健康増進課健康政策班

(240.0%) (100.0%)

評
　
　
価

・働き盛り世代の生活習慣病を予防し、健康づくりへの取り組みを促進するために、職場など身近な場所で
運動や健康チェックができる環境の整備を支援する必要がある。メタボリックシンドローム該当者は年齢と
ともに上昇しており、働き盛り世代が身近な場所で運動や健康管理ができる環境が有効であり、企業等への
健康づくりの場の整備を積極的に推進している。
・商店街振興組合等が本制度を活用して整備した施設については、地域住民も利用することができ、民間や
市町の施設の利用に併せ、利用機会が増えることにより、県民の健康づくりの取り組みへの契機に繋がって
いる。

３
年
目
の
見
直
し

－

健康づくりの場の整備に対
する支援件数（活力あるふ
るさと兵庫実現プログラム
目標）

10 社 10 社

－

達成率(見込) 80.0% 210.0%

［うち事業拡大分］ － －

(単位当たりコスト) (763 千円) (203 千円) (491 千円) (1,180千円)

(6 千円)

実 績 ( 見 込 ) 12 社 21 社 24 社 10 社

目 標 15 社 10 社
－

－

1,200社 1,300社

2年度当初予算額

9,157 千円 4,269 千円 11,781 千円 11,797 千円

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

(0千円)

(0千円)

［うち事業拡大分］ － － －

1,500社

実 績 ( 見 込 )

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

健康づくりチャレンジ企業
登録数
（地域創生戦略事業進捗
指標（事業KPI））

目 標 1,000社 1,100社

元年度
見込

2年度
目標

最終目標

【R4年度】

1,930社

－

1,391社 1,680社

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

達成率(見込) 115.8% 126.5% (140.0%) (148.5%)

(単位当たりコスト) (8 千円) (3 千円) (7 千円)

1,158社

148 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

1,539 千円

賞与引当金繰入額     b 109 千円 110 千円 109 千円 110 千円

職員給与費　　　　   a 1,568 千円 1,563 千円 1,542 千円

退職手当引当金繰入額 c 130 千円 63 千円 130 千円

1,807 千円 1,736 千円 1,781 千円 1,797 千円

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

(10,000千円)

(0千円) (0千円) (0千円)

0.2人 従事人員 0.2人

(一般財源) (0千円) (0千円) (0千円)

2,533 千円 10,000 千円 10,000 千円

10,000 千円事業費① 7,350 千円 2,533 千円 10,000 千円

(県債) (0千円)

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円) (0千円)

(その他[勤労者総合福祉基金]) (7,350千円) (2,533千円) (10,000千円)

連 絡 先 078-362-9127

0 千円 0 千円

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

施 策 体 系 進む健康長寿

事 業 名 職場の健康づくり環境整備事業

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 0 千円 0 千円

貸付金

補助金・交付金 7,350 千円
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施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 健康増進課受動喫煙対策班

事 業 名 受動喫煙の防止等に関する条例推進事業（平成24年度～） 連 絡 先 078-362-9153

12,575 千円 7,951 千円

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

15,311 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 1,787 千円 2,103 千円 1,620 千円 3,034 千円

委託料 0 千円 0 千円

事業費① 6,662 千円 5,848 千円 20,656 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他需用費等 4,875 千円 3,745 千円 6,461 千円 4,326 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (3,331千円) (2,924千円) (8,911千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(一般財源) (3,331千円) (2,924千円) (11,745千円) (10,176千円)

(5,135千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

職員給与費　　　　   a 36,069 千円 34,390 千円 33,915 千円 33,858 千円

4.4人 従事人員 4.4人

41,571 千円 38,178 千円 39,177 千円 39,525 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 4.6人 従事人員 4.4人 従事人員

賞与引当金繰入額     b 2,507 千円 2,411 千円 2,398 千円 2,411 千円

退職手当引当金繰入額 c 2,995 千円 1,377 千円 2,864 千円 3,256 千円

4.4人 従事人員 4.4人

48,233 千円 44,026 千円 59,833 千円 54,836 千円
総コスト（①＋②）

従事人員 4.6人 従事人員 4.4人 従事人員

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
県民からの受動喫煙に関
する相談対応件数の減少
（地域創生戦略事業進捗
指標（事業KPI））

目 標 225 202 181 181

［うち事業拡大分］ － － －

181

実 績 ( 見 込 ) 243 318 1,007 (181.0) 【R2年度】

－

達成率(見込) 92.6% 63.5% 18.0% (100.0%)

(単位当たりコスト) (198 千円) (138 千円) (59 千円) (303 千円)

0.0%

実 績 ( 見 込 ) － － － (0.0%) 【Ｒ2年度】

飲食店で受動喫煙にさらさ
れる人の割合の減少
(活力あるふるさと兵庫実
現プログラム指標）

※健康づくり実態調査によ
り5年ごとに調査（次回R3
年度）

目 標 31.5% 21.0% 10.5% 0.0%

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － － (100.0%)

評
　
　
価

　平成31年３月に改正した「受動喫煙の防止等に関する条例」は、特に20歳未満の者や妊婦を受動喫煙から
守る取組の強化や、加熱式たばこの取扱いなど健康増進法よりも踏み込んだ内容となっており、４月の全面
施行に向け、条例の啓発資材や関係団体への訪問等を通じ周知を図るほか、相談対応や飲食店の個別訪問に
よる遵守徹底を行っている。
　なお、令和元年度の事業KPIについては、令和２年４月の改正条例全面施行を控え、施設管理者等から問合
せが急増したことから、達成率が低くなっている。

３
年
目
の
見
直
し

－
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- -

評
　
　
価

看護師等養成所は、授業料等収入だけでは十分な運営費を確保できないことから、運営費の一部補助により
各養成所の教育内容の充実が進み、安定した看護職の養成が行われている。
旧国庫補助単価を適用し、適正なコストにより実施している。
運営費の支援により安定的な看護職の養成が行われており、看護職員確保対策に寄与している。

３
年
目
の
見
直
し

－

2,170 ※ ※

看護職員の新規就業者数
（兵庫県看護職員需給推
計）
※実績把握は翌年度6月
頃

目 標 2,476 2,645 2,645 2,725

(単位当たりコスト) (123 千円) (119 千円) -

［うち事業拡大分］ - - - -

達成率(見込) 85.3% 82.0%

79.6 80.0

-

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【令和7年度】

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

-

- -

-

2,745

実 績 ( 見 込 ) 2,112

80

実 績 ( 見 込 ) 75.6 77.1 ※ ※ 【令和3年度】

【年度】
看護師等養成所の看護職
員定着率
（活力あるふるさと兵庫実
現プログラム）
※実績把握は翌年度6月
頃

目 標

達成率(見込) 97.4% 98.1%

［うち事業拡大分］ - -

- -

(単位当たりコスト) (3,438 千円) (3,359 千円)

77.6 78.6

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

267,435 千円 261,216 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

259,877 千円 258,979 千円

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

266,544 千円

0 千円

(その他[医療介護推進基金]) (258,973千円) (258,111千円) (266,544千円) (225,977千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円) (0千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

(34,340千円)

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円

258,111 千円 266,544 千円 260,317 千円

(0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円
事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 258,973 千円 258,111 千円

(県債) (0千円)

(一般財源)

看護師等養成所運営費補助（昭和40年度～） 連 絡 先 078-362-3251

0 千円

0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課医療人材確保班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

260,317 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円

２年度当初予算額

事業費① 258,973 千円
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- -

評
　
　
価

・従来の目標指数は「活力あるふるさと兵庫実現プログラム」に基づいて設定していたが、令和元年度に看
護職員需給推計を策定したため、目標数値の見直しを行った。保健医療計画においても、需給推計の策定に
より、令和２年度に見直しを行なう予定である。
・本県の看護職員離職率は当事業の実施により徐々に改善しているが、依然として全国平均より高く、さら
に、令和元年度に実施した看護職員需給推計結果において、令和７年度には看護職員数が4,000人不足するた
め、ナースセンターによる再就業促進や研修、離職防止策の検討を行ない、さらなる定着促進が必要であ
る。
・旧国庫補助単価等を適用し、適正なコストにより実施している。

３
年
目
の
見
直
し

－

※ ※ ※

常勤看護職員離職率
（活力あるふるさと兵庫実
現プログラム）
（※）日本看護協会「病院
看護実態調査」による（実
績把握は例年翌々年度の
5月頃）

目 標 12.0 11.7 11.4 11.1

(単位当たりコスト) (3,230 千円) - -

［うち事業拡大分］ - - - -

達成率(見込) 103.3% -

72,084 72,706

-

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【令和３年度】

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

-

- -

-

10.9

実 績 ( 見 込 ) 12.4

76,579

実 績 ( 見 込 ) 65,057 68,521 ※ ※ 【令和７年度】

【年度】
看護職員数
（兵庫県看護職員需給推
計）
（※）看護職員業務従事者
届による隔年調査（実績把
握は翌年度6月頃）

目 標

達成率(見込) 91.2% 95.7%

［うち事業拡大分］ - -

- -

(単位当たりコスト) (1 千円) (1 千円)

71,323 71,582

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

49,965 千円 49,451 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

40,057 千円 35,521 千円

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

49,074 千円

0 千円

(その他[医療介護推進基金]) (39,153千円) (34,653千円) (49,074千円) (48,552千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円) (0千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

(0千円)

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円

34,653 千円 49,074 千円 48,552 千円

(0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円
事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 39,153 千円 34,653 千円

(県債) (0千円)

(一般財源)

看護職員離職防止・確保対策事業（平成20年度～） 連 絡 先 078-362-3251

0 千円

0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課医療人材確保班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

48,552 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円

２年度当初予算額

事業費① 39,153 千円



事務事業評価調書

- -

評
　
　
価

・従来の目標指数は「活力あるふるさと兵庫実現プログラム」に基づいて設定していたが、令和元年度に看
護職員需給推計を策定したため、目標数値の見直しを行った。保健医療計画においても、需給推計の策定に
より、令和２年度に見直しを行なう予定である。
・医療現場では、重症化・高齢化が進み、医療依存度の高い患者等の増加が見込まれており、質の高い看護
職員の養成が求められている。また、勤務の負担軽減を図る観点からも、医療従事者の役割分担が推進でき
るよう、看護職員の臨床実践能力の向上を総合的に推進する必要性がある。
・旧国庫補助単価を適用し、適正なコストにより実施している。

３
年
目
の
見
直
し

－

※ ※ ※

常勤看護職員離職率
（活力あるふるさと兵庫実
現プログラム）
（※）日本看護協会「病院
看護実態調査」による（実
績把握は例年翌々年度の
5月頃）

目 標 12.0 11.7 11.4 11.1

(単位当たりコスト) (614 千円) - -

［うち事業拡大分］ - - - -

達成率(見込) 103.3% -

72,084 72,706

-

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【令和３年度】

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

-

- -

-

10.9

実 績 ( 見 込 ) 12.4

76,579

実 績 ( 見 込 ) 65,057 68,521 ※ ※ 【令和７年度】

【年度】
看護職員数
（兵庫県看護職員需給推
計）
（※）看護職員業務従事者
届による隔年調査（実績把
握は翌年度6月頃）

目 標

達成率(見込) 91.2% 95.7%

［うち事業拡大分］ - -

- -

(単位当たりコスト) (0 千円) (0 千円)

71,323 71,582

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

11,444 千円 11,583 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

7,618 千円 9,057 千円

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

10,425 千円

129 千円

(その他[医療介護推進基金]) (6,714千円) (8,189千円) (10,553千円) (10,684千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円) (0千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

(0千円)

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円

8,189 千円 10,553 千円 10,684 千円

(0千円)

その他需用費等 113 千円 112 千円 128 千円
事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 6,601 千円 8,077 千円

(県債) (0千円)

(一般財源)

看護職員資質向上推進事業（平成20年度～） 連 絡 先 078-362-3251

0 千円

0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課医療人材確保班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

10,555 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円

２年度当初予算額

事業費① 6,714 千円



事務事業評価調書

- -

(単位当たりコスト) - - -

［うち事業拡大分］ - -

達成率(見込) - - - -

評
　
　
価

平成22年４月より施行された保健師助産師看護師法により、卒後臨床研修実施が努力義務化され、看護の質
の向上や安全な医療の確保、早期離職防止の観点から、新人看護職員の職場適応と質の向上を目的とした卒
後臨床研修が必要となっている。
県：事業者＝１：１の負担割合であり、事業者にも応分の負担を求めていることから、事業コストとして適
正である。平成28年度より300床以上の大規模病院については、OJT研修の補助率を段階的に見直し、平成29
年度廃止した。
新人看護職員を採用した多くの病院のOJT研修が実施されており、今後も推進していく。
小規模の施設の新人看護職員に引き続き研修の機会を提供できるように、大規模病院には、地域単位での研
修の推進を図るため医療機関受入研修事業の誘導を行っていく。

３
年
目
の
見
直
し

－

- -

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

-

- -

-

実 績 ( 見 込 ) - - - -

目 標 - -

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

33,158 千円 37,548 千円

- -

(単位当たりコスト) (2,674 千円) -

12.0 11.7 11.4 11.1

-

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

47,286 千円 47,039 千円

10.9

実 績 ( 見 込 ) 12.4 ※ ※ ※ 【令和３年度】

【年度】
常勤看護職員離職率
（活力あるふるさと兵庫実
現プログラム）
（※）実績把握は例年翌々
年度の5月頃

目 標

達成率(見込) 103.3% -

［うち事業拡大分］ - -

賞与引当金繰入額     b 218 千円 219 千円 218 千円 219 千円

退職手当引当金繰入額 c 260 千円 125 千円 260 千円 296 千円

従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

3,614 千円 3,470 千円 3,561 千円 3,593 千円

職員給与費　　　　   a 3,136 千円 3,126 千円 3,083 千円 3,078 千円

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

0 千円

43,725 千円

0 千円

(その他[医療介護推進基金]) (29,544千円) (34,078千円) (43,725千円) (43,446千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円)(0千円) (0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

(県債)

(0千円)(一般財源) (0千円) (0千円) (0千円)

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

補助金・交付金 29,544 千円 34,078 千円

事業費① 29,544 千円 34,078 千円 43,725 千円

0 千円 0 千円 0 千円

-

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課医療人材確保班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

43,446 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円

２年度当初予算額

43,446 千円

新人看護職員卒後臨床研修事業（平成22年度～） 連 絡 先 078-362-3251

0 千円

0 千円

委託料



事務事業評価調書

(96.4%) (100.0%)

評
　
　
価

・医師の地域偏在が深刻となっている中、へき地等勤務医師を養成・派遣することにより、へき地の医療提
　供体制の確保を図ることができる。
・修学資金の貸与に当たっては、生活費の見直し等を検討することにより、経費（貸付金額）の適正化に努
　めている。

３
年
目
の
見
直
し

－

80 (81) (84)

県養成医の義務年限終了
後の県内定着数
（地域創生戦略事業進捗
指標（事業KPI））

目 標 82 83 84 84

(単位当たりコスト) (6,747 千円) (6,783 千円) (7,087 千円)

［うち事業拡大分］ - - - -

達成率(見込) 100.0% 96.4%

221 236

-

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

(6,657 千円)

(2,646 千円) (2,370 千円)

-

84

実 績 ( 見 込 ) 82

236

実 績 ( 見 込 ) 182 199 (217) (236)【令和2年度】

【年度】
県養成医師数
（地域創生戦略事業進捗
指標（事業KPI））

目 標

達成率(見込) 98.4% 98.0%

［うち事業拡大分］ - -

(98.2%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (3,040 千円) (2,727 千円)

185 203

退職手当引当金繰入額 c 1,302 千円 626 千円 1,302 千円 1,480 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 2.0人 従事人員 2.0人

574,078 千円 559,205 千円

従事人員 2.0人 従事人員 2.0人

553,240 千円 542,656 千円

職員給与費　　　　   a 15,682 千円 15,632 千円 15,416 千円 15,390 千円

賞与引当金繰入額     b 1,090 千円 1,096 千円 1,090 千円 1,096 千円

248,238 千円 238,038 千円 257,690 千円 246,896 千円

131,200 千円

0 千円

(その他[医療介護推進基金等]) (185,466千円) (193,680千円) (197,670千円) (193,039千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円)

(349,700千円) (331,622千円) (358,600千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 2.0人 従事人員 2.0人

(348,200千円)

従事人員 2.0人 従事人員 2.0人

18,074 千円 17,354 千円 17,808 千円 17,966 千円

525,302 千円 556,270 千円 541,239 千円

(0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円
事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 131,200 千円 131,200 千円

(県債) (0千円)

(一般財源)

へき地等勤務医師養成派遣事業（昭和47年度～） 連 絡 先 078-362-3606

163,143 千円

0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課医療人材確保班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

131,200 千円

貸付金 155,728 千円 156,064 千円 167,380 千円

２年度当初予算額

事業費① 535,166 千円



事務事業評価調書

- -

評
　
　
価

・医師の地域偏在が深刻となっている中、地域医療機関に県で採用した医師の派遣を行うことで、へき地の
  医療提供体制の確保を図ることができる。
・派遣先の医療機関での給与負担を求めていることなど、事業コストとして適正である。

３
年
目
の
見
直
し

－

263.8 ※ ※

人口10万人あたり医師数

（※）国の隔年調査（R1、
R2実績はR3.12月公表予
定）
R1.12月の国の公表に合わ
せ、R1以降の目標も見直
した（全国平均並）

目 標 252.7 252.7 258.8 258.8

(単位当たりコスト) (17 千円) (14 千円) -

［うち事業拡大分］ - - - -

達成率(見込) 100.2% 104.4%

4 4

-

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

-

(1,256 千円) (1,637 千円)

-

258.8

実 績 ( 見 込 ) 253.2

4

実 績 ( 見 込 ) 6 5 (5) (4)

【年度】
採用医師数 目 標

達成率(見込) 150.0% 125.0%

［うち事業拡大分］ - -

(125.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (735 千円) (715 千円)

4 4

退職手当引当金繰入額 c 130 千円 63 千円 130 千円 148 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

6,281 千円 6,547 千円

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

4,411 千円 3,576 千円

職員給与費　　　　   a 1,568 千円 1,563 千円 1,542 千円 1,539 千円

賞与引当金繰入額     b 109 千円 110 千円 109 千円 110 千円

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

4,500 千円

0 千円

(その他[医療介護推進基金]) (2,604千円) (1,840千円) (4,500千円) (4,750千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円) (0千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

(0千円)

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

1,807 千円 1,736 千円 1,781 千円 1,797 千円

1,840 千円 4,500 千円 4,750 千円

(0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円
事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 2,604 千円 1,840 千円

(県債) (0千円)

(一般財源)

地域医療支援医師県採用制度（平成21年度～） 連 絡 先 078-362-3606

0 千円

0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課医療人材確保班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

4,750 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円

２年度当初予算額

事業費① 2,604 千円



事務事業評価調書

- -

評
　
　
価

・医師の地域偏在、診療科偏在が生じる中、地域医療機関に従事する医師やメディカルスタッフ等を対象と
　した研修実施を支援することにより、医師等の資質向上や医療提供機能の強化を図ることができる。
・地域医療活性化センターの設備を活用するとともに、研修の参加者数、受講者ニーズを踏まえた研修内容
　の見直しを行うなど、事業実施の効率化を図っている。
・令和元年度からメディカルスタッフ向けに栄養医療、看護医療コースを創設

３
年
目
の
見
直
し

－

263.8 ※ ※

人口10万人あたり医師数

（※）国の隔年調査（R1、
R2実績はR3.12月公表予
定）
R1.12月の国の公表に合わ
せ、R1以降の目標も見直
した（全国平均並）

目 標 252.7 252.7 258.8 258.8

(単位当たりコスト) (432 千円) (411 千円) -

［うち事業拡大分］ - - - -

達成率(見込) 100.2% 104.4%

2,000 2,000

-

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

-

(64 千円) (64 千円)

-

258.8

実 績 ( 見 込 ) 253.2

2,000

実 績 ( 見 込 ) 1,970 1,865 (2,000) (2,000)

【年度】
地域医療活性化センター
における医師等を対象にし
た臨床技能研修受講者数
（活力あるふるさと兵庫実
現プログラム）

目 標

達成率(見込) 123.1% 116.6%

［うち事業拡大分］ - -

(100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (56 千円) (58 千円)

1,600 1,600

退職手当引当金繰入額 c 260 千円 125 千円 260 千円 296 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

127,331 千円 128,328 千円

従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

109,463 千円 108,395 千円

職員給与費　　　　   a 3,136 千円 3,126 千円 3,083 千円 3,078 千円

賞与引当金繰入額     b 218 千円 219 千円 218 千円 219 千円

810 千円 810 千円 814 千円 0 千円

122,956 千円

0 千円

(その他[医療介護推進基金]) (105,849千円) (104,925千円) (123,770千円) (124,735千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円) (0千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

(0千円)

従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

3,614 千円 3,470 千円 3,561 千円 3,593 千円

104,925 千円 123,770 千円 124,735 千円

(0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円
事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 105,039 千円 104,115 千円

(県債) (0千円)

(一般財源)

地域医療人材資質向上事業（平成22年度～） 連 絡 先 078-362-3606

0 千円

0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課医療人材確保班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

124,735 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円

２年度当初予算額

事業費① 105,849 千円



事務事業評価調書

- -

評
　
　
価

・医師の地域偏在、診療科偏在が生じており、その解消を図る必要がある。
・県内医療機関に医師不足医療機関への医師派遣を支援することで、医師の偏在の解消に向けた取組を推進
する。
・令和元年度から、補助対象とする派遣内容を見直し、事業の適正化を図っている。

３
年
目
の
見
直
し

－

263.8 ※ ※

人口10万人あたり医師数

（※）国の隔年調査（R1、
R2実績はR3.12月公表予
定）
R1.12月の国の公表に合わ
せ、R1以降の目標も見直
した（全国平均並）

目 標 252.7 252.7 258.8 258.8

(単位当たりコスト) (110 千円) (96 千円) -

［うち事業拡大分］ - - - -

達成率(見込) 100.2% 104.4%

20 20

-

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

-

(1,091 千円) (982 千円)

-

258.8

実 績 ( 見 込 ) 253.2

20

実 績 ( 見 込 ) 47 49 (18) (20)

【年度】
医師派遣（のべ人数）
（地域創生戦略事業進捗
指標（事業KPI））

目 標

達成率(見込) 142.4% 148.5%

［うち事業拡大分］ - -

(90.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (594 千円) (519 千円)

33 33

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

19,641 千円 19,649 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

27,924 千円 25,413 千円

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

18,750 千円

0 千円

(その他[医療介護推進基金]) (27,020千円) (24,545千円) (18,750千円) (18,750千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円) (0千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

(0千円)

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円

24,545 千円 18,750 千円 18,750 千円

(0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円
事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 27,020 千円 24,545 千円

(県債) (0千円)

(一般財源)

医師派遣等推進事業（平成20年度～） 連 絡 先 078-362-3606

0 千円

0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課医療人材確保班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

18,750 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円

２年度当初予算額

事業費① 27,020 千円



事務事業評価調書

- -

評
　
　
価

・医師の地域偏在が深刻となっている中、大学医学部に特別講座を設置し、地域医療の研究や診療従事を支
　援することにより、へき地の医療提供体制の確保を図ることができる。
・特別講座設置時に内容等の精査を行っていること、また、臨床支援に伴う研究拠点病院の労働環境改善に
　より職場定着につながること、研究成果が各大学を通じて全県に還元されることから、医師の派遣経費と
　して妥当である。

３
年
目
の
見
直
し

－

263.8 ※ ※

人口10万人あたり医師数

（※）国の隔年調査（R1、
R2実績はR3.12月公表予
定）
R1.12月の国の公表に合わ
せ、R1以降の目標も見直
した（全国平均並）

目 標 252.7 252.7 258.8 258.8

(単位当たりコスト) (718 千円) (689 千円) -

［うち事業拡大分］ - - - -

達成率(見込) 100.2% 104.4%

4 5

-

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

-

(36,356 千円) (36,359 千円)

-

258.8

実 績 ( 見 込 ) 253.2

5

実 績 ( 見 込 ) 5 5 (5) (5)

【年度】

講座設置数

目 標

達成率(見込) 125.0% 125.0%

［うち事業拡大分］ - -

(125.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (36,361 千円) (36,347 千円)

4 4

退職手当引当金繰入額 c 130 千円 63 千円 130 千円 148 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

181,781 千円 181,797 千円

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

181,807 千円 181,736 千円

職員給与費　　　　   a 1,568 千円 1,563 千円 1,542 千円 1,539 千円

賞与引当金繰入額     b 109 千円 110 千円 109 千円 110 千円

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

180,000 千円

(その他[医療介護推進基金]) (180,000千円) (180,000千円) (180,000千円) (180,000千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円) (0千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

(0千円)

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

1,807 千円 1,736 千円 1,781 千円 1,797 千円

180,000 千円 180,000 千円 180,000 千円

(0千円)

その他需用費等 180,000 千円 180,000 千円 180,000 千円
事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 0 千円 0 千円

(県債) (0千円)

(一般財源)

大学医学部への特別講座の設置（平成17年度～） 連 絡 先 078-362-3606

0 千円

0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課医療人材確保班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円

２年度当初予算額

事業費① 180,000 千円



事務事業評価調書

- -

評
　
　
価

・看護師等の人材確保の促進に関する法律第14条に基づき、兵庫県県看護協会を兵庫県ナースセンターとし
て指定しており、看護師等の確保を促進するために必要な措置を講ずる必要がある。
・事業を実施するにあたって、実績とノウハウのある県看護協会への委託等により、専門的、技術的かつ効
率的に事業執行している。また、広報費についてはH29年度から関連事業との整理統合を行い、合理化を図っ
ている。

３
年
目
の
見
直
し

－

155 ※ ※

看護職員数の再就業者数
（常勤換算）
（活力あるふるさと兵庫実
現プログラム）
（※）日本看護協会「中央
ナースセンター事業報告
書」より（実績把握は翌年
度９月頃）

目 標 130 130 130 130

(単位当たりコスト) (169 千円) (114 千円) -

［うち事業拡大分］ - - - -

達成率(見込) 97.7% 119.2%

72,084 72,706

-

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【令和３年度】

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

-

- -

-

130

実 績 ( 見 込 ) 127

76,579

実 績 ( 見 込 ) 65,057 68,521 ※ ※ 【令和７年度】

【年度】
看護職員数
（兵庫県看護職員需給推
計）
（※）看護職員業務従事者
届による隔年調査（実績把
握は翌年度6月頃）

目 標

達成率(見込) 91.2% 95.7%

［うち事業拡大分］ - -

- -

(単位当たりコスト) (0 千円) (0 千円)

71,323 71,582

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

18,583 千円 21,932 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

21,442 千円 17,630 千円

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

9,500 千円 9,500 千円 9,676 千円 9,244 千円

7,511 千円

0 千円

(その他[医療介護推進基金]) (20,538千円) (16,762千円) (17,692千円) (16,159千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円) (0千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

(4,874千円)

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円

16,762 千円 17,692 千円 21,033 千円

(0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 505 千円
事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 11,038 千円 7,262 千円

(県債) (0千円)

(一般財源)

ナースセンター運営事業（平成５年度～） 連 絡 先 078-362-3251

0 千円

0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課医療人材確保班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

11,789 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円

２年度当初予算額

事業費① 20,538 千円



事務事業評価調書

- -

評
　
　
価

・令和元年度に実施した兵庫県看護職員需給推計結果において、令和７年には看護職員は約4,000人の不足が
見込まれており、領域別では特に訪問看護師の確保が重要である。
・訪問看護ステーションの規模拡大および連携強化支援により地域の在宅看護拠点を整備することで、今後
ますます重要となる在宅医療の推進を図る。
・事業終期を令和７年度としていること、県：事業者=１：１の負担割合であり、事業者にも負担が発生して
いることから、適正なコスト設定による支援制度となっている。

３
年
目
の
見
直
し

－

(単位当たりコスト) - - -

［うち事業拡大分］ - - - -

-

目 標 - - - -

達成率(見込) - -

-
-

72,084 72,706

-

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

[うち事業拡大分] － [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

-

(1 千円) (1 千円)

-

実 績 ( 見 込 ) - -

76,579

実 績 ( 見 込 ) - 68,521 (72,084) (72,706) 【令和７年度】

【年度】
看護職員数
（兵庫県看護職員需給推
計）
（※）看護職員業務従事者
届による隔年調査（実績把
握は翌年度6月頃）

目 標

達成率(見込) - 95.7%

［うち事業拡大分］ - -

(100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) - (0 千円)

- 71,582

退職手当引当金繰入額 c － 0 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 従事人員

54,938 千円 54,977 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

－ 32,507 千円

職員給与費　　　　   a － 0 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b － 0 千円 55 千円 55 千円

－ 0 千円 0 千円 0 千円

54,849 千円

0 千円

(その他[医療介護推進基金]) － (0千円) (54,849千円) (54,604千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円)

－ (32,507千円) (0千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 － 従事人員

(283千円)

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

0 千円 0 千円 89 千円 90 千円

32,507 千円 54,849 千円 54,887 千円

(0千円)

その他需用費等 － 0 千円 0 千円
事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － (0千円)

補助金・交付金 － 32,507 千円

(県債) －

(一般財源)

在宅看護体制機能強化事業（平成30年度～） 連 絡 先 078-362-3251

0 千円

0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課医療人材確保班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 － 0 千円 0 千円

54,887 千円

貸付金 － 0 千円 0 千円

２年度当初予算額

事業費① －
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－ －

評
　
　
価

　肝がんはがんの中でも再発率が高く、長期的に治療を繰り返すため、多くの患者は長期間にわたって
肉体的、精神的、経済的な負担を強いられている。
　肝がんや重度肝硬変の予後不良の原因である、肝炎ウイルスによる肝臓の線維化や発がんの機序の解明、
予防法の開発などの研究を推進するとともに、肝炎ウイルスに起因する肝がん・重度肝硬変患者の入院医
療費を助成することにより、患者の医療費の負担の軽減を図る必要がある。
　肝がんの75歳未満年齢調整死亡率を全国値以下にするとの目標に対して、平成30年の実績は全国値を上
回っており、引き続き指定医療機関への協力依頼及び事業の周知徹底に努めていく。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － －

実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

－

実 績 ( 見 込 ) － 4.4 (4.3) (4.2)

－

達成率(見込) － 95.5% 100.0% 100.0%

(単位当たりコスト) － (525 千円) (22,042 千円) (22,627 千円)

[うち事業拡大分] － [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

肝がん患者75歳未満年
齢調整死亡率（人口10
万対）

目 標 － 4.2 4.3 4.2

［うち事業拡大分］ － －

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

－ 2,311 千円 94,781 千円 95,032 千円

退職手当引当金繰入額 c － 63 千円 130 千円 148 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 0.2人

職員給与費　　　　   a － 1,563 千円 1,542 千円 1,539 千円

賞与引当金繰入額     b － 110 千円 109 千円 110 千円

－ 1,736 千円 1,781 千円 1,797 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 － 従事人員 0.2人 従事人員

(0千円)

(一般財源) － (287千円) (46,632千円) (46,618千円)

0.2人 従事人員 0.2人

(46,617千円)

(県債) － (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 － 218 千円 90,788 千円 90,767 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － (288千円)

補助金・交付金 － 0 千円 0 千円

(46,368千円)

(その他[         ]) － (0千円) (0千円)

0 千円 1,620 千円

0 千円

貸付金 － 0 千円 0 千円 0 千円

1,601 千円

委託料 － 357 千円 328 千円 328 千円

－

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 疾病対策課がん・難病対策班

肝がんの75 歳未
満年齢調整死亡
率の全国値以下

【R3】

事 業 名 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業（平成30年度～） 連 絡 先 078-362-3202

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① － 575 千円 93,000 千円 93,235 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 －
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－

－ (100.0%)

評
　
　
価

・中小企業の多くが加盟している協会けんぽでは、被扶養者のがん検診にかかる費用助成制度がないため、
その費用を補助することで受診者の負担を軽減し、企業が「がん検診を受診しやすい環境づくり」に積極的
に取り組み、企業と自治体とが一体となってがん検診受診率の向上を図る必要がある。
・事業を開始したH26年度と比較すると、R元年度見込みは補助利用企業数が約11.4倍となり、がん検診の受
診しやすい環境づくりに積極的に取り組む企業が増えたが、がん検診受診率は目標の50%に届いておらず、引
き続き、事業者に向けてがん検診受診率の向上を図る必要がある。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) 81.4% －

がん検診受診率
（国民生活基礎調査・3年
毎）

目 標 50.0% - - 50.0%

(単位当たりコスト) (70 千円) － － (745 千円)

(298 千円) (248 千円)

－

実 績 ( 見 込 )
子宮38.1％、乳
40.6％、胃35.9％、肺
40.7%、大腸39.8%

- - 50.0%

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
補助利用企業数 目 標

達成率(見込) 60.0% 80.0% (96.2%) (115.4%)

(単位当たりコスト) (37 千円) (61 千円)

130 130 130 130

［うち事業拡大分］ － －

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

2,851 千円 6,335 千円 37,250 千円 37,266 千円

実 績 ( 見 込 ) 78 104 (125) (150)

－

－

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 63 千円 130 千円 148 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.2人

職員給与費　　　　   a 784 千円 1,563 千円 1,542 千円 1,539 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 110 千円 109 千円 110 千円

904 千円 1,736 千円 1,781 千円 1,797 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.1人 従事人員 0.2人 従事人員

(35,469千円)

(一般財源) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.2人 従事人員 0.2人

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 148 千円 188 千円 695 千円 1,755 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 1,799 千円 4,411 千円 34,774 千円

(0千円)

(その他[         ]) (1,947千円) (4,599千円) (35,469千円)

33,714 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

委託料 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 疾病対策課がん・難病対策班

事 業 名 企業におけるがん検診受診促進事業 連 絡 先 078-362-3202

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 1,947 千円 4,599 千円 35,469 千円 35,469 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円
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- -

評
　
　
価

・身近な地域で研修・助言等が受けられる仕組みを整備し、訪問看護師の定着促進・離職防止を推進するた
め、地域内の小規模訪問看護ステーションの育成支援に取り組む機能強化型訪問看護ステーションへの支援
に、令和元年度より取り組んでいる。
・令和元年度に実施した兵庫県看護職員需給推計結果において、令和７年には看護職員は約4,000人の不足が
見込まれており、領域別では特に訪問看護師の確保が重要である。
・事業終期を令和７年度としていること、県：事業者=１：１の負担割合であり、事業者にも負担が発生して
いることから、適正なコスト設定による支援制度となっている。

３
年
目
の
見
直
し

－

目 標 - - - -

(単位当たりコスト) - - -

-

達成率(見込) - -

[うち事業拡大分] － － [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

-

- -

-

実 績 ( 見 込 ) -

76,579

※

［うち事業拡大分］ - - -

【令和７年度】

72,084 72,706

-

※

-
- - -

【年度】
看護職員数
（兵庫県看護職員需給推
計）
（※）看護職員業務従事者
届による隔年調査（実績把
握は翌年度6月頃）

目 標

達成率(見込) 91.2% 95.7%

［うち事業拡大分］ - -

- -

(単位当たりコスト) - -

71,323 71,582

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

実 績 ( 見 込 ) 65,057 68,521

退職手当引当金繰入額 c － － 65 千円 0 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 －

15,991 千円 15,100 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

－ －

職員給与費　　　　   a － － 771 千円 0 千円

賞与引当金繰入額     b － － 55 千円 0 千円

－ － 0 千円 0 千円

15,100 千円

0 千円

(その他[医療介護推進基金]) － － (15,100千円) (15,100千円)

(0千円) (0千円)

－ (0千円)

－ － (0千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 － 従事人員 －

(0千円)

従事人員 0.1人 従事人員

－ － 891 千円 0 千円

－ 15,100 千円 15,100 千円

(0千円)

その他需用費等 － － 0 千円
事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － －

補助金・交付金 － －

(県債) －

(一般財源)

訪問看護ステーション教育支援強化事業（令和元年度～） 連 絡 先 078-362-3251

0 千円

0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課医療人材確保班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 － － 0 千円

15,100 千円

貸付金 － － 0 千円

２年度当初予算額

事業費① －
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施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 健康増進課認知症対策室

事 業 名 家族の認知症早期発見・受診促進事業 連 絡 先 078-362-3188

7,276 千円 8,134 千円

補助金・交付金 － － 0 千円 0 千円

8,319 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 － － 0 千円 0 千円

委託料 － －

事業費① － － 8,737 千円

貸付金 － － 0 千円 0 千円

その他需用費等 － － 1,461 千円 185 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － － (0千円)

(その他[法人超過課税]) － － (8,737千円) (8,319千円)

(一般財源) － － (0千円) (0千円)

(0千円)

(県債) － － (0千円) (0千円)

0.2人 従事人員 0.2人

－ － 1,781 千円 1,797 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 － 従事人員 － 従事人員

職員給与費　　　　   a － － 1,542 千円 1,539 千円

賞与引当金繰入額     b － － 109 千円 110 千円

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

－ － 10,518 千円 10,116 千円

退職手当引当金繰入額 c － － 130 千円 148 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 従事人員

[うち事業拡大分] － － [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
認知症への理解が進んだ
企業の割合

目 標 － － 90.0% 91.0%

［うち事業拡大分］ － － －

95.0%

実 績 ( 見 込 ) － － 80.6% 91.0% 【 R5年度】

－

達成率(見込) － － 89.6% 100.0%

(単位当たりコスト) － － (13,050) (11,116)

－
実 績 ( 見 込 ) － － － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － － －

評
　
　
価

・認知症の早期受診・早期発見につながる仕組、予防的な取組が必要なことから、企業を対象に「認知症専
門医療・生活相談チームの派遣」「働き盛り世代への認知症理解促進研修」を行う。
・早期に医療や相談窓口につながることで、勤労者が認知症の家族の介護等により、突然の退職や休職をせ
ざるを得ない状況に追い込まれることを未然に防ぎ、安心して仕事に従事できる効果が期待できる。
・事業開始後間もないことから、今後は事業の周知を積極的に実施していく必要がある。

３
年
目
の
見
直
し

－
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－

－ －

評
　
　
価

・40代以上の死因上位にがん、心疾患、脳血管疾患があり、働く世代の治療と仕事の両立支援が重要となっ
ている。
・がん治療等のために休職する従業員の代替職員の賃金に係る補助制度を設けることにより、がん患者等が
就業を継続できる環境を整える支援を行っている。
・令和元年度は、目標企業数に満たない見込みであるが、定期的な事業所、関係団体等への周知を行い、事
業の活用促進を図る。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － －

目 標 － － －

(単位当たりコスト) － － － －

(15,114 千円) (2,179 千円)

－

実 績 ( 見 込 ) － － － －

－

[うち事業拡大分] － － [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
補助利用企業数 目 標

達成率(見込) － － (20.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) － －

－ － 20 25

［うち事業拡大分］ － －

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

－ － 60,455 千円 54,465 千円

実 績 ( 見 込 ) － － (4) (25)

－

－

退職手当引当金繰入額 c － － 130 千円 148 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 －

職員給与費　　　　   a － － 1,542 千円 1,539 千円

賞与引当金繰入額     b － － 109 千円 110 千円

－ － 1,781 千円 1,797 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 － 従事人員 － 従事人員

(52,668千円)

(一般財源) － － (0千円) (0千円)

0.2人 従事人員 0.2人

(0千円)

(県債) － － (0千円) (0千円)

その他需用費等 － － 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － －

補助金・交付金 － － 58,674 千円

(0千円)

(その他[法人県民税超過課税]) － － (58,674千円)

52,668 千円

貸付金 － － 0 千円 0 千円

0 千円

委託料 － － 0 千円 0 千円

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 疾病対策課がん・難病対策班

事 業 名 三大疾病療養者の治療と仕事の両立支援事業（令和元年度～） 連 絡 先 078-362-3202

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① － － 58,674 千円 52,668 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 － － 0 千円



事務事業評価調書

82.3% 87.6% (100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

・高齢社会の進行により介護需要が増大する中、質の高い人材を安定的に確保するための中長期的な取組が
必要である。
・介護需要の増大による人材不足に加え、多様化・高度化する利用者ニーズに対応できる質の高い人材が求
められているため、離職した有資格者の再就業を支援する。
・中長期的な人材確保に向け、効果的な事業実施に取り組む。
・目標に対する達成度は順調に進んでおり、今後も引き続き、福祉人材確保対策を推進し目標の達成に努め
る。

３
年
目
の
見
直
し

－

800
実 績 ( 見 込 ) 658 701 (800) (800)

福祉・介護分野でのしごと
の創出(事業KPI)

目 標 800 800 800 800

(単位当たりコスト) (87 千円) (80 千円) (156 千円) (153 千円)

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込)

－

2,880
実 績 ( 見 込 ) 2,171 2,257 (2,880) (2,880)

－

達成率(見込) 75.4% 78.4% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (26 千円) (25 千円) (43 千円) (43 千円)

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

福祉人材センターにおける
求職相談件数（事業ＫＰＩ）

目 標 2,880 2,880 2,880 2,880

［うち事業拡大分］ － －

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

57,455 千円 56,106 千円 125,088 千円 122,428 千円

退職手当引当金繰入額 c 521 千円 313 千円 651 千円 740 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.8人 従事人員 1.0人

職員給与費　　　　   a 6,273 千円 7,816 千円 7,708 千円 7,695 千円

賞与引当金繰入額     b 436 千円 548 千円 545 千円 548 千円

7,230 千円 8,677 千円 8,904 千円 8,983 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.8人 従事人員 1.0人 従事人員

(107,360千円)

(一般財源) (7,504千円) (7,053千円) (6,959千円) (4,450千円)

1.0人 従事人員 1.0人

(1,635千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 1,692 千円 1,189 千円 2,182 千円 5,789 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (2,085千円) (1,877千円)

補助金・交付金 17,911 千円 14,184 千円 50,340 千円

(1,783千円)

(その他[医療介護推進基金]) (40,636千円) (38,499千円) (107,442千円)

43,540 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

1,599 千円

委託料 29,002 千円 30,436 千円 61,742 千円 62,517 千円

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 社会福祉課福祉企画班

事 業 名 福祉人材確保対策事業（平成３年度～） 連 絡 先 078-362-9121

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 50,225 千円 47,429 千円 116,184 千円 113,445 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 1,620 千円 1,620 千円 1,920 千円



事務事業評価調書

―

(100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

・福祉サービスの利用が措置から契約制度に転換したことから、認知症高齢者をはじめ知的障害者、精神障害者などの
ように判断能力に不安のある方の福祉サービス利用に対する支援が必要である。
・福祉サービス利用援助事業契約数は一貫して増加傾向にあり、高齢者・障害者の権利擁護体制が強化されてきてい
る。
・福祉サービス利用援助事業契約者数が増加していることから、指標１単位あたりのコストは改善傾向にあるが、相談
及び契約は業務の性質上、個別に行われるものであるため、指標１単位にかかるコストを毎年度逓減することは困難な
面がある。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) 99.1% 105.2%

福祉サービス利用援助事
業契約数（神戸市を除く）

目 標 1,118 1,107 1,154

(単位当たりコスト) (120 千円) (92 千円) (106 千円) (115 千円)

(2 千円) (2 千円)

－

実 績 ( 見 込 ) 1,108 1,165 (1,154) (1,212)

1,212

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
福祉サービスに関する相
談件数(神戸市を除く）

目 標

達成率(見込) 95.1% 95.1% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (3 千円) (2 千円)

54,405 59,044 63,683 68,905

［うち事業拡大分］ － －

従事人員 0.3人 従事人員 0.3人

133,060 千円 106,658 千円 122,065 千円 138,869 千円

実 績 ( 見 込 ) 51,746 56,171 (63,683) (68,905)

－

―

退職手当引当金繰入額 c 195 千円 94 千円 195 千円 222 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.3人 従事人員 0.3人

職員給与費　　　　   a 2,352 千円 2,345 千円 2,312 千円 2,309 千円

賞与引当金繰入額     b 164 千円 164 千円 164 千円 164 千円

2,711 千円 2,603 千円 2,671 千円 2,695 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員

(0千円)

(一般財源) (65,175千円) (52,028千円) (59,697千円) (68,087千円)

0.3人 従事人員 0.3人

(68,087千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (65,174千円) (52,027千円)

補助金・交付金 130,349 千円 104,055 千円 119,394 千円

(59,697千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円)

136,174 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

委託料 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 社会福祉課福祉企画班

事 業 名 日常生活自立支援事業 連 絡 先 078-362-3599

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 130,349 千円 104,055 千円 119,394 千円 136,174 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円



事務事業評価調書

(100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

・複雑かつ多様化している人権問題を解決するためには、引き続き県と市町が一体となって「人権文化をすすめる県民運動」を全県的に展開するこ
とが必要である。
・地域に密着したきめ細かい事業を行うことができる市町へ補助することで、有効かつ効率的な事業が実施できる。
・県内全域における一定水準の人権啓発の確保とともに、県・市町一体となった「人権文化をすすめる県民運動」の推進にとって有効に機能してい
る。
・兵庫のゆたかさ指標における「不当な差別がない社会だと思う人の割合」の数値は、各年の変動はあるものの、長期的には概ね上昇しており、事
業は有効である。（H19：17.7%→H24：21.8%→H29：28.4%→H30：27.8%→R1：28.4%）
・本人通知制度の啓発を特別事業として補助の対象としたH25から、市町の制度導入が急速に広がっており、当該補助金の効果を示している。
（H24：６市町→H28：39市町→H30：41市町）
　今後とも、当該補助制度を効果的、効率的に活用することで、引き続き「人権文化をすすめる県民運動」を市町と一体となって全県的に推進して
いく。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) 97.6% 100.0%

本人通知制度を導入して
いる市町の数

目 標 41市町 41市町 41市町 41市町

(単位当たりコスト) (551 千円) (535 千円) (553 千円) (554 千円)

(798 千円) (757 千円)

－

41市町

実 績 ( 見 込 ) 40市町 41市町 41市町 41市町 【R3年度】

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
不当な差別がない社会だ
と思う人の割合
(兵庫のゆたかさ指標)

目 標

達成率(見込) 56.8% 55.6% (56.8%) (60.0%)

(単位当たりコスト) (776 千円) (789 千円)

50.0% 50.0% 50.0% 50.0%

［うち事業拡大分］ － －

従事人員 0.3人 従事人員 0.3人

22,040 千円 21,944 千円 22,671 千円 22,695 千円

50.0%

実 績 ( 見 込 ) 28.4% 27.8% 28.4% 30.0%

－

退職手当引当金繰入額 c 195 千円 94 千円 195 千円 222 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.3人 従事人員 0.3人

職員給与費　　　　   a 2,352 千円 2,345 千円 2,312 千円 2,309 千円

賞与引当金繰入額     b 164 千円 164 千円 164 千円 164 千円

2,711 千円 2,603 千円 2,671 千円 2,695 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員

(0千円)

(一般財源) (19,329千円) (19,341千円) (20,000千円) (20,000千円)

0.3人 従事人員 0.3人

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 19,329 千円 19,341 千円 20,000 千円

(0千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円)

20,000 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

委託料 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 人権推進課人権推進班

事 業 名 人権文化県民運動推進補助（平成25年度～） 連 絡 先 078-362-9135

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 19,329 千円 19,341 千円 20,000 千円 20,000 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円
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施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 国保医療課医療福祉班

事 業 名 重度障害者医療費助成事業（昭和48年度～） 連 絡 先 078-362-3208

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 5,241,757 千円 5,193,900 千円 5,131,188 千円 5,089,959 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

5,089,959 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

委託料 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 5,241,757 千円 5,193,900 千円 5,131,188 千円

(0千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

(0千円)

(一般財源) (5,241,757千円) (5,193,900千円) (5,131,188千円) (5,089,959千円)

0.5人 従事人員 0.5人

4,520 千円 4,339 千円 4,453 千円 4,492 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員

職員給与費　　　　   a 3,921 千円 3,908 千円 3,854 千円 3,848 千円

賞与引当金繰入額     b 273 千円 274 千円 273 千円 274 千円

退職手当引当金繰入額 c 326 千円 157 千円 326 千円 370 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

41 41 41 41

［うち事業拡大分］ － －

従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

5,246,277 千円 5,198,239 千円 5,135,641 千円 5,094,451 千円

41

実 績 ( 見 込 ) 41 41 (41) (41)

－

－

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

事業実施市町数

目 標

達成率(見込) 100.0% 100.0% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (127,958 千円)

(単位当たりコスト) － － － －

(125,260 千円) (124,255 千円)

－

実 績 ( 見 込 ) － － － －

(126,786 千円)

－ －

評
　
　
価

　医療費にかかる経済負担を軽減し、安心して医療を受けられる環境を整備するため、医療費の自己負担の
一部を助成する必要がある。
　医療費が増加傾向にある中、１市町当たりの事業コストは概ね横ばいであり、事業の安定運営が図られて
いる。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － －

目 標 － － － －
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施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 国保医療課医療福祉班

事 業 名 高齢期移行助成事業（平成29年度～） 連 絡 先 078-362-3208

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 482,680 千円 342,837 千円 265,578 千円 176,199 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

176,199 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

委託料 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 482,680 千円 342,837 千円 265,578 千円

(0千円)

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

(0千円)

(一般財源) (482,680千円) (342,837千円) (265,578千円) (176,199千円)

0.5人 従事人員 0.5人

4,520 千円 4,339 千円 4,453 千円 4,492 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員

職員給与費　　　　   a 3,921 千円 3,908 千円 3,854 千円 3,848 千円

賞与引当金繰入額     b 273 千円 274 千円 273 千円 274 千円

退職手当引当金繰入額 c 326 千円 157 千円 326 千円 370 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

41 41 41 41

［うち事業拡大分］ － －

従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

487,200 千円 347,176 千円 270,031 千円 180,691 千円

41

実 績 ( 見 込 ) 41 41 (41) (41)

－

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

事業実施市町数

目 標

達成率(見込) 100.0% 100.0% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (11,883 千円) (8,468 千円)

(単位当たりコスト) － － － －

(6,586 千円) (4,407 千円)

－

実 績 ( 見 込 ) － － － －

－
－

－ －

評
　
　
価

　医療費にかかる経済負担を軽減し、安心して医療を受けられる環境を整備するため、医療費の自己負担の
一部を助成する必要がある。
　受給者の減少等により、１市町当たりの事業コストは減少している。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － －

目 標 － － －



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 高齢政策課介護基盤整備班

事 業 名 在宅介護緊急対策事業（平成27年度～） 連 絡 先 078-362-9117

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 31,445 千円 38,636 千円 128,320 千円 236,245 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 3,984 千円 3,984 千円 0 千円

228,057 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

3,984 千円

委託料 5,105 千円 5,460 千円 6,162 千円 3,604 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 18,516 千円 28,702 千円 121,968 千円

(0千円)

(その他[地域創生基金(地域振興基金)、医療介護推進基金]) (31,445千円) (38,636千円) (128,320千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 3,840 千円 490 千円 190 千円 600 千円

(236,245千円)

(一般財源) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.4人 従事人員 0.4人

2,711 千円 3,470 千円 3,561 千円 3,593 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.3人 従事人員 0.4人 従事人員

職員給与費　　　　   a 2,352 千円 3,126 千円 3,083 千円 3,078 千円

賞与引当金繰入額     b 164 千円 219 千円 218 千円 219 千円

退職手当引当金繰入額 c 195 千円 125 千円 260 千円 296 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.3人 従事人員 0.4人

60 90 120 150

［うち事業拡大分］ [191千円] [420千円]

従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

34,156 千円 42,106 千円 131,881 千円 239,838 千円

180

実 績 ( 見 込 ) 46 56 (64) (94)

[1,134千円]

[うち事業拡大分] [10,713千円] [26,880千円] [700千円] [106,553千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【3年度】
定期巡回・随時対応サー
ビス事業所数
（兵庫県地域創生戦略アク
ションプラン）

目 標

達成率(見込) 76.7% 62.2% (53.3%) (62.7%)

(単位当たりコスト) (610 千円) (658 千円)

(単位当たりコスト) (3 千円) (3 千円) (9 千円) (16 千円)

(1,403 千円) (2,551 千円)

[7千円]

47,088

実 績 ( 見 込 ) 8,526 11,347 (13,142) (14,552)

(41.9%) (37.1%)

評
　
　
価

・中重度の要介護高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、日中・夜間を通じ24時間、
定期の巡回と利用者の求めによる随時の訪問サービスを提供する定期巡回・随時対応サービスの普及促進を
図る。
・特に平成29年度からは介護支援専門員への普及啓発や補助事業の拡充などを行い、事業所数、利用者数と
もに着実に増加している。
・事業に参入する事業者の更なる参入を進めるため、令和2年度から定期巡回・随時対応サービスの開業初期
における人員配置を支援することにより、人件費補助を拡充するとともに、訪問看護との訪問回数に応じた
介護報酬の単価差を支援することにより、さらなる加速度的な普及を目指す。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ [1千円] [2千円] [0千円] [7千円]

達成率(見込) 51.0% 48.2%

定期巡回・随時対応サー
ビス利用者数（年間）
（兵庫県地域創生戦略アク
ションプラン）

目 標 16,728 23,544 31,392 39,240



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 高齢政策課企画調整班

事 業 名 高齢者自立支援ひろば運営支援事業 連 絡 先 078-362-9038

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 250,348 千円 63,235 千円 78,771 千円 67,821 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

67,821 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

委託料 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 247,504 千円 63,235 千円 78,771 千円

(0千円)

(その他[         ]) (250,348千円) (0千円) (0千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 2,844 千円 0 千円 0 千円 0 千円

(0千円)

(一般財源) (0千円) (63,235千円) (78,771千円) (67,821千円)

0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

51 51 38 37

［うち事業拡大分］ － －

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

251,252 千円 64,103 千円 79,662 千円 68,720 千円

実 績 ( 見 込 ) 51 38 (37) (37)

－

－

－

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

市町設置ひろば数

目 標

達成率(見込) 100.0% (74.5%) (97.3%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (4,927 千円)

(単位当たりコスト) － － － －

(2,153 千円) (1,857 千円)

－

実 績 ( 見 込 ) － － － －

(1,687 千円)

－ －

評
　
　
価

・新たな要支援者の発見、早期の対応による高齢者の救急救命､閉じこもりがちの高齢者の仲間づくりや、高
齢者を支える地域コミュニティの活性化など一定の成果をあげており、令和2年度については、必要な支援を
継続する。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － －

目 標 － － － －



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 高齢政策課介護基盤整備班

事 業 名 介護人材確保に向けた市町・団体支援事業（H27年度～） 連 絡 先 078-362-9117

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 33,118 千円 51,513 千円 86,000 千円 99,100 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

99,100 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

委託料 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 33,118 千円 51,513 千円 86,000 千円

(0千円)

(その他[医療介護推進基金]) (33,118千円) (51,513千円) (86,000千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

(99,100千円)

(一般財源) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.2人 従事人員 0.2人

1,807 千円 1,736 千円 1,781 千円 1,797 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

職員給与費　　　　   a 1,568 千円 1,563 千円 1,542 千円 1,539 千円

賞与引当金繰入額     b 109 千円 110 千円 109 千円 110 千円

退職手当引当金繰入額 c 130 千円 63 千円 130 千円 148 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

31年度
見込

R2年度
目標

最終目標

【年度】

目 標 44 44

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

34,925 千円 53,249 千円 87,781 千円 100,897 千円

(2,315 千円) (3,376 千円) (1,904 千円)

［うち事業拡大分］ － － －

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

53

実 績 ( 見 込 ) 20 23 (26) (53)

(1,746 千円)

評
　
　
価

介護人材確保及び資質向上に向けた人材育成については、県での取り組みだけではなく、地域の実情に応じ
て市町が主体的に実施することや、専門的な取り組みが可能な関係団体を交えた重層的な取り組みにより、
より一層の効果が期待できる。介護人材確保及び資質向上を図るため、地域の実情に通じた市町やノウハウ
の蓄積がある関係団体と連携した取り組みが必要不可欠であり、更なる充実を図る。

３
年
目
の
見
直
し

－

－

達成率(見込) 45.5% 52.3% (49.1%) (100.0%)

実施市町・団体数

介護人材確保数
（第7期介護保険事業支援

計画）

目 標 150,700 156,700 162,700 168,700

実 績 ( 見 込 ) 147,300 156,700

168,700

事業目的の
達成度を
示す指標

(162,700) (168,700)

(単位当たりコスト) (0 千円) (0 千円) (1 千円) (1 千円)

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) 97.7% 100.0% (100.0%) (100.0%)

53 53

(単位当たりコスト)



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 高齢政策課介護基盤整備班

事 業 名 訪問看護師充実支援事業（平成27年度～） 連 絡 先 078-362-9117

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 35,923 千円 35,622 千円 36,875 千円 36,875 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

36,875 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

委託料 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 35,923 千円 35,622 千円 36,875 千円

(0千円)

(その他[医療介護推進基金]) (35,923千円) (35,622千円) (36,875千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

(36,875千円)

(一般財源) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.2人 従事人員 0.2人

1,807 千円 1,736 千円 1,781 千円 1,797 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

職員給与費　　　　   a 1,568 千円 1,563 千円 1,542 千円 1,539 千円

賞与引当金繰入額     b 109 千円 110 千円 109 千円 110 千円

退職手当引当金繰入額 c 130 千円 63 千円 130 千円 148 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

100 100 100 100

［うち事業拡大分］ － －

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

37,730 千円 37,358 千円 38,656 千円 38,672 千円

100

実 績 ( 見 込 ) 104 113 (64) (100)

－

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
研修を行う新任の訪問看
護職員数

目 標

達成率(見込) 104.0% 113.0% (64.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (363 千円) (331 千円)

(単位当たりコスト) (503 千円) (505 千円) (1,017 千円) (560 千円)

(604 千円) (387 千円)

－

69

実 績 ( 見 込 ) 75 74 (38) (69)

(55.1%) (100.0%)

評
　
　
価

・訪問看護は、地域包括ケアシステムの根幹を成すサービスであり、要介護者が増加する2025年に向け、安
定的な訪問看護サービスの提供体制を確保する必要がある。
・補助対象経費は、研修経費とICT機器の導入経費で事業者による訪問看護ステーションの業務効率化、人材
確保等の運営支援を目指すものであり、事業者からも応分負担を求め、適正な執行を図ることとしている。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) 108.7% 107.2%

ICT機器等を導入する訪問
看護ステーション等の事業
所数

目 標 69 69 69 69



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 高齢政策課企画調整班

事 業 名 老人クラブ助成事業（S49年度～） 連 絡 先 078-362-9038

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 218,836 千円 204,196 千円 198,698 千円 197,349 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

197,349 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

委託料 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (59,062千円) (54,296千円)

補助金・交付金 218,836 千円 204,196 千円 198,698 千円

(52,751千円)

(その他[長寿社会づくりソフト事業費交付金]) (1,687千円) (1,687千円) (1,687千円)

(52,434千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

(1,687千円)

(一般財源) (158,087千円) (148,213千円) (144,260千円) (143,228千円)

0.3人 従事人員 0.3人

2,711 千円 2,603 千円 2,671 千円 2,695 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員

職員給与費　　　　   a 2,352 千円 2,345 千円 2,312 千円 2,309 千円

賞与引当金繰入額     b 164 千円 164 千円 164 千円 164 千円

退職手当引当金繰入額 c 195 千円 94 千円 195 千円 222 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.3人 従事人員 0.3人

3,206 3,127 2,827 2,715

［うち事業拡大分］ － －

従事人員 0.3人 従事人員 0.3人

221,547 千円 206,799 千円 201,369 千円 200,044 千円

実 績 ( 見 込 ) 3,127 2,827 (2,715) －

－

－

100%

実 績 ( 見 込 ) 94.9% 91.2% (91.2%) －

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
老人クラブ活動実績事業
数

目 標

達成率(見込)

(単位当たりコスト) (－千円) (－千円) (－千円) (－千円)

(74 千円) －

－

97.5% 90.4% (96.0%) －

(単位当たりコスト) (71 千円) (73 千円)

(93.1%) －

評
　
　
価

・高齢化が進展するなかで、高齢者の生きがいづくりと健康づくりの受け皿となり、また、地域における社
会貢献活動の実施主体でもある老人クラブの活動を充実する必要がある。
・社会貢献活動としては、県と県老連で子育て応援協定を締結し、子育て支援を促進しているほか、高齢者
等の見守りや健康づくり活動の実施に大きな役割を果たしている。
・県下全市町が事業を実施するとともに、老人クラブの活性化を図るため、今後も支援を継続していく必要
がある。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) 98.9% 94.0%

老人クラブ活動強化推進
事業実施クラブの割合

目 標 96% 97% 98% 99%



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 高齢政策課企画調整班

事 業 名 高齢者等就労支援事業（平成25年度～） 連 絡 先 078-362-9038

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 16,814 千円 16,426 千円 10,400 千円 12,063 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

8,680 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

委託料 16,814 千円 16,426 千円 3,400 千円 3,383 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 0 千円 0 千円 7,000 千円

(0千円)

(その他[医療介護推進基金]) (16,814千円) (16,426千円) (10,400千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

(12,063千円)

(一般財源) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.2人 従事人員 0.2人

1,807 千円 1,736 千円 1,781 千円 1,797 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

職員給与費　　　　   a 1,568 千円 1,563 千円 1,542 千円 1,539 千円

賞与引当金繰入額     b 109 千円 110 千円 109 千円 110 千円

47.0% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト)

退職手当引当金繰入額 c 130 千円 63 千円 130 千円 148 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

248人

(60 千円) (55 千円)

－［うち事業拡大分］ － －

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

18,621 千円 18,162 千円 12,181 千円 13,860 千円

実 績 ( 見 込 ) 73 人 94 人 (200 人) (248 人)

200人 200人 200人
－

－

達成率(見込) 36.5%

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [1,680千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

介護資格取得支援者数
（５５歳以上等）

目 標

目 標 －

(255 千円) (193 千円)

実 績 ( 見 込 ) － － － －
－

－ － －

－ －

評
　
　
価

・高齢者等の介護分野に係る資格の取得が促進され、これらを活かした高齢者の就労機会の拡大が図られる
とともに、介護現場において慢性的に生じている人材不足の解消につながる。
・資格取得支援については、H31年度から介護現場で補助的役割を担うひょうごケア・アシスタント登録者を
対象に加えた。訪問系の事業所でもひょうごケア・アシスタントの需要が見込まれることから、今年度は対
象者を拡充し、事業の効果的、効率的な実施を図っていく。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － －

(単位当たりコスト) － － － －



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 高齢政策課介護基盤整備班

事 業 名 介護業務における労働環境の改善（H27～）・介護業務における生産性向上の支援（R2～） 連 絡 先 078-362-3189

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 1,158 千円 4,842 千円 49,200 千円 209,200 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

209,200 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

委託料 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 1,158 千円 4,842 千円 49,200 千円

(0千円)

(その他[医療介護推進基金]) (1,158千円) (4,842千円) (49,200千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

(209,200千円)

(一般財源) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.5人 従事人員 1.0人

1,807 千円 1,736 千円 4,453 千円 8,983 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

職員給与費　　　　   a 1,568 千円 1,563 千円 3,854 千円 7,695 千円

賞与引当金繰入額     b 109 千円 110 千円 273 千円 548 千円

退職手当引当金繰入額 c 130 千円 63 千円 326 千円 740 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

360 540 540 688

［うち事業拡大分］ － －

従事人員 0.5人 従事人員 1.0人

2,965 千円 6,578 千円 53,653 千円 218,183 千円

1,303

実 績 ( 見 込 ) 18 48 (154) (688)

－

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [117,400千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
導入施設数 目 標

達成率(見込) 5.0% 8.9% (28.5%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (165 千円) (137 千円)

(3,292 千円) (13,636 千円)

(348 千円) (317 千円)

－

14.9

実 績 ( 見 込 ) 16.7 16.5 (16.3) (16)

(100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

・介護需要の増大に伴う人材不足により、介護業務に従事している介護職員等の負担が増大している状況の中、介護職
員の負担軽減のため、平成27年度から介護ロボットの導入について支援している。
・導入費用の一部（～H30:1/3、H31～:1/2）を事業者等からの応分負担とすることにより、事業コストの観点からも補
助の適正執行を図ることとしている。
・令和２年度は、さらに介護の質の向上を目的とした業務の効率化を支援するため、生産性向上支援を拡充する。
【拡充内容】
・見守りセンサーの導入に合わせて通信環境を整備することで、業務の効率が期待できる。
・業務改善支援については、職場環境の改善等に関する知識・経験を有する第三者に委託することで、課題抽出作業か
ら改善方針の検討、改善活動の評価といった一連の業務改革を円滑に行うことができる。
・ICT機器等の導入については、介護記録から請求業務までを一気通貫で行うことができるシステムの導入を図ること
で、介護業務の効率化に繋がる。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － 100.0%

介護職員離職率 目 標 － 16.5 16.3 16

(単位当たりコスト) (178 千円) (399 千円)



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 高齢政策課介護基盤整備班

事 業 名 介護業務イメージアップ推進事業（H27年度～） 連 絡 先 078-362-9117

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 22,993 千円 23,473 千円 30,123 千円 30,023 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

委託料 22,993 千円 23,473 千円 30,123 千円 30,023 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 0 千円 0 千円 0 千円

(0千円)

(その他[医療介護推進基金]) (22,993千円) (22,993千円) (30,123千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

(30,023千円)

(一般財源) (0千円) (480千円) (0千円) (0千円)

0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

［うち事業拡大分］ － －

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

23,897 千円 24,341 千円 31,014 千円 30,922 千円

200

実 績 ( 見 込 ) 66 84 (200) (200)

－

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

31年度
見込

R2年度
目標

最終目標

【年度】

訪問学校数

目 標 200

達成率(見込) 33.0% 42.0% (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (362 千円) (290 千円) (155 千円) (155 千円)

－

200 200 200

(0 千円)

168,700

実 績 ( 見 込 ) 147,300 156,700 (162,700) (168,700)

目 標 150,700 156,700 162,700 168,700

３
年
目
の
見
直
し

－

97.7% 100.0% (100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

・特別養護老人ホーム等における業務の過酷さといったイメージから介護職員等の確保が困難な状況にあ
り、介護･福祉業務に対する正しい理解とイメージアップを図ることが喫緊の課題であるため、当該事業は人
材確保対策の一つとして有効である。
・就職フェア等は達成できているが、さらに学校訪問に注力して、介護業務に対する理解促進を継続的かつ
効率的に行い、介護人材確保対策の推進を図る。

介護人材確保数
（第7期介護保険事業支援

計画）

事業目的の
達成度を
示す指標

(0 千円) (0 千円) (0 千円)

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込)

(単位当たりコスト)



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 高齢政策課介護基盤整備班

事 業 名 サービス付き高齢者向け住宅の機能強化支援事業（H27～） 連 絡 先 078-362-3189

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 7,380 千円 5,417 千円 36,900 千円 36,900 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

36,900 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

委託料 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 7,380 千円 5,417 千円 36,900 千円

(0千円)

(その他[地域振興基金]H30
～[地域創生基金])

(7,380千円) (5,417千円) (36,900千円)

(0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

(36,900千円)

(一般財源) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0.2人 従事人員 0.2人

1,807 千円 1,736 千円 1,781 千円 1,797 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

職員給与費　　　　   a 1,568 千円 1,563 千円 1,542 千円 1,539 千円

賞与引当金繰入額     b 109 千円 110 千円 109 千円 110 千円

退職手当引当金繰入額 c 130 千円 63 千円 130 千円 148 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

1,387 1,771 2,203 2,635

［うち事業拡大分］ － －

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

9,187 千円 7,153 千円 38,681 千円 38,697 千円

3,600戸

実 績 ( 見 込 ) 1,600 1,954 (2,134) (2,566) 【R7末累計】

－

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
特定施設入居者生活介護
の指定を受けたサ高住の
整備戸数（累計）

目 標

達成率(見込) 115.4% 110.3% (96.9%) (97.4%)

(単位当たりコスト) (6 千円) (4 千円)

(単位当たりコスト) (3 千円) (3 千円) (14 千円) (64 千円)

(18 千円) (15 千円)

－

0

実 績 ( 見 込 ) 3,107 2,858 (2,854) (600) 【R3.4.1】

(0.0%) (100.0%)

評
　
　
価

・特養待機者の早期解消を図るため、特養の計画的な整備とともに、在宅での生活を希望する高齢者の受け
皿として、特養並みの介護サービスが提供可能な特定施設入居者生活介護の指定を受けるサ高住の整備を促
進する必要がある。
・補助対象として、特定施設入居者生活介護の指定に必要な設備のみに限っており、事業目的を勘案して補
助は適正であり、補助率も、国庫補助時の県負担分としており、受益と負担の適正化を図っている。
・第７期介護保険事業支援計画に基づき、サービス付き高齢者向け住宅に対する特定施設入居者生活介護の
指定の促進を進めており、目標達成に向けて継続して事業実施していく。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) 84.9% (57.1%)

特別養護老人ホームの待
機者数

目 標 2,700 2,000 1,300 600



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 高齢政策課介護基盤整備班

事 業 名 高齢者福祉施設等施設整備費補助事業（S41～） 連 絡 先 078-362-3189

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 182,970 千円 290,700 千円 1,652,583 千円 753,048 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

753,048 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

委託料 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 182,970 千円 290,700 千円 1,652,583 千円

(0千円)

(その他[社保支払基金]) (0千円) (0千円) (0千円)

(0千円)

(県債) (170,700千円) (271,300千円) (1,542,300千円) (702,800千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

(0千円)

(一般財源) (12,270千円) (19,400千円) (110,283千円) (50,248千円)

1.0人 従事人員 1.0人

9,037 千円 8,677 千円 8,904 千円 8,983 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

職員給与費　　　　   a 7,841 千円 7,816 千円 7,708 千円 7,695 千円

賞与引当金繰入額     b 545 千円 548 千円 545 千円 548 千円

退職手当引当金繰入額 c 651 千円 313 千円 651 千円 740 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

40,739 41,436 42,387 44,067

［うち事業拡大分］ － －

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人

192,007 千円 299,377 千円 1,661,487 千円 762,031 千円

44,067

実 績 ( 見 込 ) 40,739 41,386 (41,887) (44,067) 【R2末累計】

－

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
高齢者福祉基盤施設（特
養・老健）の整備量（床数）
（H30第7期介護保険事業
支援計画策定に合わせて
見直し）（累計）

目 標

達成率(見込) 100.0% (99.9%) (98.8%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (5 千円) (7 千円)

(単位当たりコスト) (62 千円) (105 千円) (582 千円) (1,270 千円)

(40 千円) (17 千円)

－

0

実 績 ( 見 込 ) 3,107 2,858 (2,854) (600) 【R3.4.1】

(0.0%) (100.0%)

評
　
　
価

・特養、老健等については、第７期介護保険事業支援計画に基づき整備必要量を確保するとともに特養待機
者の早期解消を図るため、事業者の負担を軽減し特養の整備促進を図る必要がある。
・高齢者福祉基盤施設については、1床あたり単価を定めており、実質的なコストは一定している。特養等に
ついては、居室部分について入所者の費用負担であるため補助対象外とし、受益と負担の適正化を図ってい
る。
・また、施設規模に応じた段階的な単価設定を行い補助金の効率的かつ適正な執行を図っている。今後も必
要な見直しを行いながら介護保険事業支援計画に基づく計画的な整備を着実に進めていく。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) 84.9% (57.1%)

特別養護老人ホームの待
機者数

目 標 2,700 2,000 1,300 600



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 高齢政策課介護基盤整備班

事 業 名 ＡＩ等を活用した定期巡回・随時対応サービス利用促進モデル事業(令和元年度～) 連 絡 先 078-362-9117

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① － － 5,000 千円 －

経

費

内

訳

報酬・賃金 － － 3,984 千円

－

貸付金 － － 0 千円 －

－

委託料 － － 0 千円 －

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － －

補助金・交付金 － － 0 千円

(0千円)

(その他［特定財源（分配金）］) － － (5,000千円)

－

(県債) － － (0千円) －

その他需用費等 － － 1,016 千円 －

－

(一般財源) － － (0千円) －

0.2人 従事人員 －

－ － 1,781 千円 －
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 － 従事人員 － 従事人員

職員給与費　　　　   a － － 1,542 千円 －

賞与引当金繰入額     b － － 109 千円 －

退職手当引当金繰入額 c － － 130 千円 －

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 －

最終目標

【年度】

目 標 － －

従事人員 0.2人 従事人員 －

－ － 6,781 千円 －

－ － －

［うち事業拡大分］ － － －

[うち事業拡大分] － － [0千円] －

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

実 績 ( 見 込 ) － － (0) －

元年度
見込

２年度
目標

－

評
　
　
価

経済産業省の認知症対策官民イノベーション実証基盤整備事業に応募し、研究団体や企業とのコンソーシア
ムの一員として、兵庫県定期巡回随時対応型訪問介護・看護事業者連絡協議会等と連携して、利用者宅での
AI、IoT機器の設置、運用等を行い、居宅でのAI、IoT機器等を活用した適切なケアの提供や介護負担の軽減
を図るための実証事業を行う予定であったが、応募・審査の結果、提案内容に理解は得られたものの、事業
不採択となったため、研究事業は取りやめとなった。引き続き国やコンソーシアムの動向を注視しながら、
在宅での適切なケアの提供や介護負担の軽減に努めていく。

３
年
目
の
見
直
し

－

－

達成率(見込) － － (0.0%) －

実証事業参加利用者数
（目標30名）

目 標 － － － －

実 績 ( 見 込 ) － －
－

－

事業目的の
達成度を
示す指標

－ －

(単位当たりコスト) － － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － － －

30 －

(単位当たりコスト)



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 高齢政策課介護基盤整備班

事 業 名 ひょうごケア・アシスタント推進事業（令和元年度～） 連 絡 先 078-362-9117

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① － － 19,086 千円 27,137 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 － － 0 千円

27,075 千円

貸付金 － － 0 千円 0 千円

0 千円

委託料 － － 0 千円 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － －

補助金・交付金 － － 19,025 千円

(0千円)

(その他[ 法人県民税超過課税 ]) － － (19,086千円)

(0千円)

(県債) － － (0千円) (0千円)

その他需用費等 － － 61 千円 62 千円

(27,137千円)

(一般財源) － － (0千円) (0千円)

0.2人 従事人員 0.3人

－ － 1,781 千円 2,695 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 － 従事人員 － 従事人員

職員給与費　　　　   a － － 1,542 千円 2,309 千円

賞与引当金繰入額     b － － 109 千円 164 千円

退職手当引当金繰入額 c － － 130 千円 222 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 －

２年度
目標

最終目標

【5年度】

目 標 － －

従事人員 0.2人 従事人員 0.3人

－ － 20,867 千円 29,832 千円

(150 千円) (67 千円)

［うち事業拡大分］ － － －

[うち事業拡大分] － － [0千円] [8,051千円]

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

1,500

実 績 ( 見 込 ) － － (139) (445)

元年度
見込

評
　
　
価

・介護人材の確保が緊迫の課題となっているため、高齢者等の地域住民が介護施設で研修期間を設けて周辺
業務等に従事するスタッフの導入を促進し、多様な介護人材の確保と業務の切り分け、事業の効率化につな
がっている。
・初年度である令和元年度の実績は139名と目標を下回る見込みであるため、全体広報を強化すること等によ
り、多くの高齢者等の雇用につながるよう努めていく。
・２年度は訪問介護員の人材不足も深刻な状況であることから、訪問介護事業所等を対象に加えるととも
に、ブランクのある有資格者等が身体介助補助業務を行う場合も想定した仕組みを拡充するなど、介護人材
の確保に引き続き取り組んでいく。

３
年
目
の
見
直
し

－

－

達成率(見込) － － (46.3%) (100.0%)

ケア・アシスタント数（目
標：5年1,500名）

介護職員離職率

目 標 － － 16.3 16.0

実 績 ( 見 込 ) － －

－

14.9

事業目的の
達成度を
示す指標

(16.3) (16.0)

(単位当たりコスト) － － (1,280 千円) (1,865 千円)

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － － (100.0%) (100.0%)

300 445

(単位当たりコスト) －



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 いのち対策室精神障害福祉班

事 業 名 自殺対策強化事業 連 絡 先 078-362-3060

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 102,763 千円 121,787 千円 107,139 千円 108,870 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 9,718 千円 5,400 千円 5,400 千円 5,242 千円

委託料 47,175 千円 53,716 千円 53,527 千円 53,111 千円

40,738 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

39,478 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (73,197千円) (97,127千円)

補助金・交付金 31,934 千円 50,860 千円

その他需用費等 13,936 千円

(一般財源) (29,566千円) (24,660千円) (31,428千円) (31,260千円)

11,811 千円 8,734 千円 9,779 千円

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(75,711千円) (77,610千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

18,074 千円 17,354 千円 17,808 千円 17,966 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 2.0人 従事人員 2.0人 従事人員 2.0人 従事人員 2.0人

職員給与費　　　　   a 15,682 千円 15,632 千円 15,416 千円 15,390 千円

賞与引当金繰入額     b 1,090 千円 1,096 千円 1,090 千円 1,096 千円

退職手当引当金繰入額 c 1,302 千円 626 千円 1,302 千円 1,480 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 2.0人 従事人員 2.0人 従事人員 2.0人 従事人員 2.0人

120,837 千円 139,141 千円 124,947 千円 126,836 千円

900 880 860 840

最終目標

【年度】
県内の自殺者数（年間）
（活力あるふるさと兵庫実
現プログラム・地域創生戦
略アクションプラン）

目 標

達成率(見込) 108.4% 108.4% (102.0%)

２年度
目標

［うち事業拡大分］ [10千円] [9千円]

820

実 績 ( 見 込 )

[うち事業拡大分] [9,384千円] [9,034千円] [1,973千円] [2,055千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

976 954 (877) (840) 【2021】

[2千円]

(100.0%)

(単位当たりコスト) (124 千円) (146 千円) (142 千円) (151 千円)

[2千円]

元年度
見込

［うち事業拡大分］ [213千円] [151千円] [52千円] [59千円]

達成率(見込) 125.7% 171.4%

(単位当たりコスト) (2,746 千円) (2,319 千円) (3,288 千円)

(108.6%) (100.0%)

評
　
　
価

・相談体制の充実強化や、年齢階層ごとの取組等、自殺対策推進方策に基づく総合的な取組により、平成28
年には、当面の目標値「県内年間自殺者数1,000以下」を達成。平成29年、30年は目標どおりの減少ではな
かったが、令和元年には、ほぼ目標値を達成し、4年連続1,000人以下を維持。改定後の「県自殺対策計画」
に基づき、新たな数値目標「800人以下」を目指して、ICTを活用した相談体制の充実や地域レベルの自殺対
策の推進等を強化し、これまでからの人材養成事業等を継続することで、地域の支援体制を充実するととも
に、自殺ハイリスク要因を抱える人への支援の充実に取り組む。

３
年
目
の
見
直
し

－

いのちとこころのサポー
ター推進リーダー養成数
（累計）
（活力あるふるさと兵庫実
現プログラム）

目 標 35 35 35 35 400(累計）

実 績 ( 見 込 ) 44 60 (38) (35) 【2021】

(3,624 千円)



事務事業評価調書

－ －

評
　
　
価

・障害者基本法に「手話は言語であること」と明記されたものの、県内ではいまだ手話に対する理解が浸透
しているとはいえない状況にあることから、聴覚障害者に対する県民の理解を深め、手話の普及を目指して
おり、必要かつ有効な事業である。
・当事者団体である公益社団法人兵庫県聴覚障害者協会と連携し、必要最小限の支出で効率的に行われてい
る。
・今後も目標達成に向け、様々な関係機関との連携・周知を行い、広く受講機会の提供を行う。

３
年
目
の
見
直
し

－

－ － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － －

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － －

660 7,640

[0千円]

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

[うち事業拡大分] [682千円] [7,180千円] [1,613千円] [1,906千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

－

(4 千円) (3 千円)

[7千円]

実 績 ( 見 込 ) －

7,640

実 績 ( 見 込 ) 5,044 5,881 5,500 7,640

【年度】

県民向け等
手話講座参加者数

目 標

達成率(見込) 764.2% 891.1%

［うち事業拡大分］ [9千円] [29千円]

(833.3%) (100.0%)

(単位当たりコスト) (3 千円) (4 千円)

660 660

退職手当引当金繰入額 c 130 千円 63 千円 130 千円 148 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

23,535 千円 25,441 千円

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

15,004 千円 21,856 千円

職員給与費　　　　   a 1,568 千円 1,563 千円 1,542 千円 1,539 千円

賞与引当金繰入額     b 109 千円 110 千円 109 千円 110 千円

12,557 千円 20,120 千円 21,754 千円 23,644 千円

0 千円

0 千円

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(10,877千円) (11,822千円)

(0千円) (0千円)

(6,599千円) (10,060千円) (10,877千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

(11,822千円)

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

1,807 千円 1,736 千円 1,781 千円 1,797 千円

20,120 千円 21,754 千円 23,644 千円

(0千円)

その他需用費等 640 千円 0 千円 0 千円
事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (6,598千円) (10,060千円)

補助金・交付金 0 千円 0 千円

(県債) (0千円)

(一般財源)

手話普及促進事業（H25～） 連 絡 先 078-362-4370

0 千円

0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 ユニバーサル推進課社会参加支援班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円

２年度当初予算額

事業費① 13,197 千円



事務事業評価調書

(93.3%) (100.0%)

評
　
　
価

・事業の必要性・有効性については、様々な福祉機器が開発される中、利用者の真の自立支援や福祉現場の
負担軽減に応える機器の情報発信と開発支援が必要である。
・また、福祉のまちづくり研究所（ロボットリハビリテーションセンター）が中心となって取り組むこと
で、効果的・効率的な事業展開が図れる。

３
年
目
の
見
直
し

－

13 (14) (15)

知的財産権出願件数
(H20～)

目 標 15 15 15 15

(単位当たりコスト) (1,373 千円) (1,271 千円) (1,181 千円)

［うち事業拡大分］ － － － [995千円]

達成率(見込) 80.0% 86.7%

4,000 4,000

－

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【元年度】

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [14,921千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

(2,217 千円)

(6 千円) (11 千円)

－

15

実 績 ( 見 込 ) 12

4,000

実 績 ( 見 込 ) 2,982 2,440 (3,000) (3,000) 【元年度】

【年度】
ロボットリハビリテーション
年間実施回数

目 標

達成率(見込) 149.1% 81.3%

［うち事業拡大分］ － －

(75.0%) (75.0%)

(単位当たりコスト) (6 千円) (7 千円)

2,000 3,000

退職手当引当金繰入額 c 130 千円 63 千円 130 千円 148 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

16,536 千円 33,254 千円

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

16,470 千円 16,526 千円

職員給与費　　　　   a 1,568 千円 1,563 千円 1,542 千円 1,539 千円

賞与引当金繰入額     b 109 千円 110 千円 109 千円 110 千円

14,490 千円 14,181 千円 14,153 千円 29,825 千円

0 千円

1,632 千円

(その他[         ]) (0千円) (7,395千円) (7,378千円) (0千円)

(7,377千円) (0千円)

(0千円) (0千円)

(7,332千円) (0千円) (0千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

(31,457千円)

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

1,807 千円 1,736 千円 1,781 千円 1,797 千円

14,790 千円 14,755 千円 31,457 千円

(0千円)

その他需用費等 173 千円 609 千円 602 千円
事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (7,331千円) (7,395千円)

補助金・交付金 0 千円 0 千円

(県債) (0千円)

(一般財源)

ロボットリハビリテーション拠点化推進事業（平成25年度～） 連 絡 先 078-362-4090

0 千円

0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 ユニバーサル推進課社会参加支援班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円

２年度当初予算額

事業費① 14,663 千円



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 障害福祉課障害福祉基盤整備班

事 業 名 介護職員等によるたんの吸引等研修事業（平成23年度～） 連 絡 先 078－362－3194

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 17,117 千円 17,002 千円 17,317 千円 17,317 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

委託料 17,117 千円 17,002 千円 17,317 千円 17,317 千円

0 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (0千円) (0千円)

補助金・交付金 0 千円 0 千円

その他需用費等 0 千円

(一般財源) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

0 千円 0 千円 0 千円

(その他[         ]) (17,117千円) (17,002千円) (17,317千円) (17,317千円)

(0千円) (0千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

3,614 千円 3,470 千円 3,561 千円 3,593 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.4人 従事人員 0.4人 従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

職員給与費　　　　   a 3,136 千円 3,126 千円 3,083 千円 3,078 千円

賞与引当金繰入額     b 218 千円 219 千円 218 千円 219 千円

退職手当引当金繰入額 c 260 千円 125 千円 260 千円 296 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.4人 従事人員 0.4人 従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

20,731 千円 20,472 千円 20,878 千円 20,910 千円

390 390 390 390

最終目標

【年度】
介護職員等養成人員 目 標

達成率(見込) 86.2% 84.6% (42.8%)

２年度
目標

［うち事業拡大分］ － －

390

実 績 ( 見 込 )

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

336 330 (167) (390)

－

(100.0%)

(単位当たりコスト) (62 千円) (62 千円) (125 千円) (54 千円)

－

元年度
見込

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) 21.9% 57.3%

(単位当たりコスト) (364 千円) (137 千円) (155 千円)

(51.9%) (100.0%)

評
　
　
価

・介護職員等養成研修については、平成29年度に看護協会から介護福祉士会に委託先を変更したが、順調に
事業を引き継ぐことでき、適宜研修の内容を改善するなど有効な研修になるよう努めている。
・指導者養成研修については、引き続き看護協会に委託しているが、以前の研修受講者等にフォローアップ
研修を実施するなど指導者のスキル向上に努めている。

３
年
目
の
見
直
し

－

指導者養成人員 目 標 260 260 260 260

実 績 ( 見 込 ) 57 149 (135) (260)

(80 千円)



事務事業評価調書

(100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

・旧国庫単価に人事委員会勧告実施状況を反映した単価であり、適正なコスト水準である。
・事務の効率化を図るため、市町で解決できない専門的な相談について、センターへの相談を受けることと
したが、センターへの相談は比較的時間を要する困難ケースや高い専門性を求められるケースが増加してい
る。
・発達障害により何らかの支援を受けている者は増加しており、引き続き、早期発見・早期支援に向けた取
組が必要であり、引き続き事業を継続する。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － － － －

目 標 6 6 6 6

(単位当たりコスト) (14,495 千円) (14,811 千円)

発達障害児（者）及びその
家族への支援件数
（第５期兵庫県障害福祉推
進計画）

目 標 6,000 6,000 6,000 6,000

(15 千円)

実 績 ( 見 込 ) 6 6 (6) (6)

センター・ブランチの設置
数

達成率(見込) 100.0% 100.0%

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

－

実 績 ( 見 込 ) 5,733 5,324 (5,531) (6,000)

［うち事業拡大分］ － －

達成率(見込) 95.6%

(単位当たりコスト)

(14,687 千円) (14,752 千円)

0.1人 従事人員

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

－

88.7% (92.2%) (100.0%)

(17 千円) (16 千円) (15 千円)

－

職員給与費　　　　   a 784 千円 782 千円

0.1人

86,967 千円 88,119 千円 88,509 千円 88,868 千円

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 31 千円 65 千円 74 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 55 千円 55 千円 55 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

904 千円 868 千円 891 千円 899 千円

771 千円 770 千円

(43,985千円)

86,063 千円 87,251 千円 87,618 千円 87,969 千円

0 千円

0 千円

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(43,809千円) (43,984千円)

(0千円) (0千円)

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (43,031千円) (43,625千円)

補助金・交付金 0 千円 0 千円

(県債) (0千円)

(一般財源) (43,032千円) (43,626千円) (43,809千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

86,063 千円 87,251 千円 87,618 千円 87,969 千円

(0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円

－

発達障害者支援センター運営事業（平成17年度～） 連 絡 先 078-362-9497

0 千円

0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 障害福祉課身体・知的障害福祉班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円

２年度当初予算額

事業費①



事務事業評価調書

(95.6%) (100.0%)

評
　
　
価

・国調査において、矯正施設退所や起訴猶予処分等となった障害者や高齢者の再犯率の高さが問題視されて
おり、再犯防止の観点から、障害者等で自立生活を営むことが困難な者を福祉支援とつなぐ体制が必要であ
る。
・国庫単価によりセンターを設置・運営することとしており、コスト水準は適正である。
・矯正施設退所者については、平成22年度より保護観察所等より依頼のあったすべての調整対象者に対し、
地域生活定着支援センターによる支援を開始し、今後も継続して実施する。
・平成30年度より法務省のモデル事業として、執行猶予処分等となった事業の対象者についても、県弁護士
会の依頼を受けて社会福祉法人みつみ福祉会が支援を開始しており、今後も継続して実施する。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － [14千円] [0千円] [0千円]

目 標 1,400 1,520 1,520 1,520

(単位当たりコスト) (17 千円) (29 千円)

支援人数 目 標 60 84 84 180

(418 千円)

実 績 ( 見 込 ) 1,499 1,337 (1,453) (1,520)

相談支援件数

達成率(見込) 107.1% 88.0%

[うち事業拡大分] [0千円] [18,137千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

[0千円]

実 績 ( 見 込 ) 62 110 (173) (180)

［うち事業拡大分］ － [165千円]

達成率(見込) 103.3%

(単位当たりコスト)

(33 千円) (30 千円)

0.2人 従事人員

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

[0千円]

131.0% (206.0%) (100.0%)

(400 千円) (255 千円) (245 千円)

－

職員給与費　　　　   a 784 千円 1,563 千円

0.2人

25,904 千円 43,986 千円 44,031 千円 44,047 千円

退職手当引当金繰入額 c 65 千円 63 千円 130 千円 148 千円

賞与引当金繰入額     b 55 千円 110 千円 109 千円 110 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.2人 従事人員

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

904 千円 1,736 千円 1,781 千円 1,797 千円

1,542 千円 1,539 千円

(6,250千円)

25,000 千円 42,250 千円 42,250 千円 42,250 千円

0 千円

0 千円

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(36,000千円) (36,000千円)

(0千円) (0千円)

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (18,750千円) (18,750千円)

補助金・交付金 0 千円 0 千円

(県債) (0千円)

(一般財源) (6,250千円) (23,500千円) (6,250千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 0.1人 従事人員 0.2人

25,000 千円 42,250 千円 42,250 千円 42,250 千円

(0千円)

その他需用費等 0 千円 0 千円 0 千円

－

障害者・高齢者の再犯防止に向けた立ち直り支援（平成22年度～） 連 絡 先 078-362-9497

0 千円

0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 障害福祉課身体・知的障害福祉班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円

２年度当初予算額

事業費①



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 障害福祉課障害政策班

事 業 名 相談支援・障害福祉サービスの質の向上に向けた人材養成事業（平成19年度～） 連 絡 先 078-362-9105

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① 7,682 千円 7,545 千円 26,236 千円 26,101 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 1,955 千円 1,972 千円 1,974 千円 2,212 千円

委託料 3,518 千円 3,421 千円 21,812 千円 21,441 千円

0 千円

貸付金 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) (3,815千円) (3,748千円)

補助金・交付金 0 千円 0 千円

その他需用費等 2,209 千円

(一般財源) (3,867千円) (3,797千円) (13,142千円) (13,075千円)

従事人員 0.5人

2,152 千円 2,450 千円 2,448 千円

(その他[         ]) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

(13,094千円) (13,026千円)

(県債) (0千円) (0千円) (0千円) (0千円)

職員給与費　　　　   a 3,921 千円 3,908 千円 3,854 千円 3,848 千円

4,520 千円 4,339 千円 4,453 千円 4,492 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

賞与引当金繰入額     b 273 千円 274 千円 273 千円 274 千円

退職手当引当金繰入額 c 326 千円 157 千円 326 千円 370 千円

0.5人

12,202 千円 11,884 千円 30,689 千円 30,593 千円

[うち事業拡大分] [0千円] [0千円] [0千円]

区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

[18,639千円]

２年度
目標

従事人員

達成率(見込) 108.0% 91.6% (96.8%) (100.0%)

実 績 ( 見 込 ) 270 (242) (250)

最終目標

【年度】

250

(14 千円)

［うち事業拡大分］ － － [8千円] －

達成率(見込) 130.0% 131.6%

(単位当たりコスト) (12 千円) (12 千円) (16 千円)

2,000

実 績 ( 見 込 ) 728 737 (1,685) (2,000)

(84.3%) (100.0%)

評
　
　
価

・相談支援従事者、サービス管理責任者等ともに受講希望者は定員を上回っており、必要性・有効性は高
い。
・元年度から国研修カリキュラムが変更されたことを踏まえ、本県においても研修プログラム・実施方法等
を見直したうえで、研修規模を拡大して実施している。

３
年
目
の
見
直
し

－

サービス管理責任者等研
修受講者数（R元～更新含
む）

目 標 560 560 2,000 2,000

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

229

相談支援従事者初任者研
修受講者数

目 標 250 250 250 250

単位当たりコストは、

総コストを両指標実

績の合計値で除する



事務事業評価調書

－ －

評
　
　
価

・空床の稼働率は平成30年度実績で約44％、令和元年度は約47%程度の見込みとなっており、一定の効果は認
められる。
・今後、利用者の家族等に対する事業の周知に努め、受入実績を拡大できるよう取り組むとともに、参画医
療機関の増への継続した取組も行う。、

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － － － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － － － －

輪番病院の受入日数 目 標 － 365 365 365

－

実 績 ( 見 込 ) － － － －

達成率(見込) － －

[うち事業拡大分] － [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

－

365

実 績 ( 見 込 ) － 365 (365) (365)

［うち事業拡大分］ － －

達成率(見込) －

(単位当たりコスト)

0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

－

100.0% (100.0%) (100.0%)

(50 千円) (47 千円) (49 千円)

1,542 千円 1,539 千円職員給与費　　　　   a － 1,563 千円

0.2人

－ 18,161 千円 17,184 千円 18,003 千円

退職手当引当金繰入額 c － 63 千円 130 千円 148 千円

賞与引当金繰入額     b － 110 千円 109 千円 110 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員

(その他[医療・介護推進基金]) － (16,425千円) (15,403千円) (16,206千円)

(0千円) (0千円)

(0千円) (0千円)

(0千円)

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

－ 1,736 千円 1,781 千円 1,797 千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － (0千円)

補助金・交付金 － 0 千円

(県債) －

(一般財源) － (0千円) (0千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 － 従事人員 0.2人

－ 16,425 千円 15,403 千円 16,206 千円

(0千円)

その他需用費等 － 0 千円 0 千円

－ 16,425 千円 15,403 千円 16,206 千円

0 千円

0 千円

－

医療的ケア児等医療提供体制確保事業（平成30年度～） 連 絡 先 078-362-9497

0 千円

0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 障害福祉課身体・知的障害福祉班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 － 0 千円 0 千円

0 千円

貸付金 － 0 千円 0 千円

２年度当初予算額

事業費①



事務事業評価調書

－ －

評
　
　
価

・巡回相談での対応が困難なため、身体障害者更生相談所への来所でのみ実施している電動車いす及び座位
保持装置の補装具の医学的判定について、兵庫医科大学病院への委託により実施し、移動の困難な身体障害
者の負担を軽減する。
・事業開始年の平成30年度は、兵庫医科大学病院の受入体制を11月に整備し、順次受入れを開始した。令和
元年度以降は、重度障害者のニーズに的確に対応できるよう、身体障害者更生相談所の助言・指導等により
受入体制を維持し、継続実施する。
・コスト単価は、県が定める医師嘱託の単価等をもとに算出しており、適正である。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － － － －

目 標 － － － －

(単位当たりコスト) － －

患者数 目 標 － 45 135 135

－

実 績 ( 見 込 ) － － － －

達成率(見込) － －

[うち事業拡大分] － [0千円] [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

－

実 績 ( 見 込 ) － 5 (30) (135)

［うち事業拡大分］ － －

達成率(見込) －

(単位当たりコスト)

－ －

0.1人 従事人員

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

－

11.1% (22.2%) (100.0%)

(1,529 千円) (255 千円) (51 千円)

－

職員給与費　　　　   a － 782 千円

0.1人

－ 7,643 千円 7,641 千円 6,899 千円

退職手当引当金繰入額 c － 31 千円 65 千円 74 千円

賞与引当金繰入額     b － 55 千円 55 千円 55 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 0.1人 従事人員

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

－ 868 千円 891 千円 899 千円

771 千円 770 千円

(3,000千円)

－ 0 千円 0 千円 0 千円

6,750 千円

0 千円

(その他[         ]) － (0千円) (0千円) (0千円)

(3,375千円) (3,000千円)

(0千円) (0千円)

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － (3,387千円)

補助金・交付金 － 6,775 千円

(県債) －

(一般財源) － (3,388千円) (3,375千円)

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 － 従事人員 0.1人

－ 6,775 千円 6,750 千円 6,000 千円

(0千円)

その他需用費等 － 0 千円 0 千円

－

電動車いす等補装具判定の充実強化事業（平成30年度～） 連 絡 先 078-362-9497

0 千円

0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 障害福祉課身体・知的障害福祉班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 － 0 千円 0 千円

6,000 千円

貸付金 － 0 千円 0 千円

２年度当初予算額

事業費①



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 障害福祉課障害政策班

事 業 名 強度行動障害地域生活支援事業(令和元年度～） 連 絡 先 078-362-9104

事業費① － － 30,797 千円 33,151 千円

0 千円 0 千円

委託料 － － 30,797 千円 33,151 千円

0 千円

貸付金 － － 0 千円 0 千円

0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － －

補助金・交付金 － －

その他需用費等 －

(一般財源) － －

経

費

内

訳

報酬・賃金 － －

(7,700千円) (8,288千円)

－ 0 千円 0 千円

(その他[         ]) － － (7,699千円) (8,288千円)

(15,398千円) (16,575千円)

(県債) － － (0千円) (0千円)

－ － 2,671 千円 2,695 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 － 従事人員 － 従事人員 0.3人 従事人員 0.3人

職員給与費　　　　   a － － 2,312 千円 2,309 千円

賞与引当金繰入額     b － － 164 千円 164 千円

退職手当引当金繰入額 c － － 195 千円 222 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 － 従事人員 0.3人 従事人員 0.3人

－ － 33,468 千円 35,846 千円

[うち事業拡大分] － － [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

実 績 ( 見 込 ) － － (2) (6)

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

【年度】

達成率(見込) － － (33.3%) (100.0%)

［うち事業拡大分］ － － -

目 標 － － 6 6
－

(16.7%) (100.0%)

評
　
　
価

・強度行動障害がある方に集中支援を行うことで、その行動障害の低減を図り、地域にある障害福祉サービ
スの利用を可能とさせることにより、それらの障害者の地域生活を安定させることができる。
・令和２年度以降も引き続き、負担を求める市町や委託先である事業所に丁寧な説明を行うとともに、当該
事業の実施を広く広報する。

３
年
目
の
見
直
し

地域支援短期研修受講者
数
（元年度の単位あたりコス
トは、地域支援分委託料
3,522千円＋人件費按分
305千円で割り戻し）

目 標 － － 12 12

(単位当たりコスト) － －

(単位当たりコスト) － － (14,821 千円) (5,974 千円)

集中支援終了者数
（元年度の単位あたりコス
トは、集中支援分委託料
27,275千円＋人件費按分
2,366千円で割り戻し）

－

実 績 ( 見 込 ) － －

－

(2,987 千円)

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) －

(1,914 千円)

(2) (12)
－



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 障害福祉課障害福祉基盤整備班

事 業 名 医療支援型グループホーム整備促進事業（令和元年度～） 連 絡 先 078－362－3194

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① － － 17,750 千円 22,250 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 － － 0 千円 0 千円

委託料 － － 0 千円 0 千円

22,250 千円

貸付金 － － 0 千円 0 千円

17,750 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － －

補助金・交付金 － －

その他需用費等 －

(一般財源) － － (17,750千円) (22,250千円)

－ 0 千円 0 千円

(その他[         ]) － － (0千円) (0千円)

(0千円) (0千円)

(県債) － － (0千円) (0千円)

－ － 891 千円 899 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 － 従事人員 － 従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

職員給与費　　　　   a － － 771 千円 770 千円

賞与引当金繰入額     b － － 55 千円 55 千円

退職手当引当金繰入額 c － － 65 千円 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 － 従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

－ － 18,641 千円 23,149 千円

医療支援型グループホー
ム数

目 標 － － 1 1

[うち事業拡大分] － － [0千円] [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

9

実 績 ( 見 込 ) － － (1)

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

(1) 【2023】

－

達成率(見込) － － (100.0%) (100.0%)

(単位当たりコスト) －

［うち事業拡大分］ － － －

－ (18,641 千円) (23,149 千円)

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － －

(単位当たりコスト) － － (932 千円)

(100.0%) (100.0%)

評
　
　
価

・重症心身障害者の親亡き後を見据えて、平成30年度報酬改定により創設された「日中支援型グループホー
ム」に看護師を常駐した「医療支援型グループホーム」を整備することで、医療的ケアが必要な重症心身障
害者が安心・安全に暮らせる住まい環境を確保することが可能である。
・令和元年度は事業初年度であるこから、負担を求める市町や参入事業者に説明をおこなったとともに、第
一号の医療支援型グループホーム（東播磨）に対し、整備補助による支援を行っている。

３
年
目
の
見
直
し

－

医療支援型グループホー
ム入居者数

目 標 － － 20 40 180

実 績 ( 見 込 ) － － (20) (40) 【2023】

(579 千円)



事務事業評価調書

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 国保医療課国保運営班

事 業 名 特定健診フォローアップ市町支援事業（令和２年度～） 連 絡 先 078-362-3208

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① － － － 62,500 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 － － －

0 千円

貸付金 － － － 0 千円

0 千円

委託料 － － － 62,500 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － －

補助金・交付金 － － －

－

(その他[         ]) － － －

(62,500千円)

(県債) － － － (0千円)

その他需用費等 － － － 0 千円

(0千円)

(一般財源) － － － (0千円)

－ 従事人員 0.2人

－ － － 1,797 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 － 従事人員 － 従事人員

職員給与費　　　　   a － － － 1,539 千円

賞与引当金繰入額     b － － － 110 千円

退職手当引当金繰入額 c － － － 148 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 －

－ － － 47.2%

［うち事業拡大分］ － －

従事人員 － 従事人員 0.2人

－ － － 64,297 千円

60.0%

実 績 ( 見 込 ) － － － (47.2%) 【R5】

－

[うち事業拡大分] － － － [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】

特定健診受診率

目 標

達成率(見込) － － － (100.0%)

(単位当たりコスト) － －

(単位当たりコスト) － － － 166 円

－ －

－

実 績 ( 見 込 ) － － － (387千円)

387 千人
－

－ (100.0%)

評
　
　
価

・特定健診の受診結果は、保健事業を展開するための根幹となるデータであるが、受診率は低調であり、受
診率の向上に向けた市町支援の取組が必要である。

・県として、民間のノウハウも活用しながら、市町が、対象者の年齢・性別・受診歴・健診結果等の特性を
活用する手法を用いて、より効果的に未受診者への受診勧奨やハイリスク者へのアプローチ等ができるよう
支援する。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － －

特定健診受診者数

直近の受診対象者数に目
標とする受診率を乗じて算

出

目 標 － － －
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－

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 障害福祉課身体・知的障害福祉班

事 業 名 重度肢体不自由児者の訪問リハビリ利用料助成の実施（令和2年度～） 連 絡 先 078-362-9497

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額 ２年度当初予算額

事業費① － － － 16,100 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 － － －

16,100 千円

貸付金 － － － 0 千円

0 千円

委託料 － － － 0 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － －

補助金・交付金 － － －

－

(その他[         ]) － － －

(0千円)

(県債) － － － (0千円)

その他需用費等 － － － 0 千円

(0千円)

(一般財源) － － － (16,100千円)

－ 従事人員 0.1人

－ － － 899 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 － 従事人員 － 従事人員

職員給与費　　　　   a － － － 770 千円

賞与引当金繰入額     b － － － 55 千円

退職手当引当金繰入額 c － － － 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 －

－ － － 41

［うち事業拡大分］ － －

従事人員 － 従事人員 0.1人

－ － － 16,999 千円

実 績 ( 見 込 ) － － － (19)

－

41市町

[うち事業拡大分] － － － [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
訪問リハビリ助成制度創
設市町数

目 標

達成率(見込) － － － (46.3%)

(単位当たりコスト) － －

(単位当たりコスト) － － － －

－ (895 千円)

－

実 績 ( 見 込 ) － － － －

－ －

評
　
　
価

・脳性まひ等による肢体不自由を中心とした障害児者リハビリテーション医療の充実が全県的な課題である
ことを踏まえ、訪問リハビリ利用料の一部を助成することにより、肢体不自由児者のリハビリ施術受診を促
進することができる。
・令和2年度は事業初年度であることから、負担を求める市町に丁寧な説明を行うとともに、当該事業の実施
を広く周知する。

３
年
目
の
見
直
し

－

［うち事業拡大分］ － － － －

達成率(見込) － －

目 標 － － － －
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- -

(単位当たりコスト) - - -

［うち事業拡大分］ - -

達成率(見込) - - - -

評
　
　
価

・地域の医療需給の将来推計や病床機能報告による情報を分析し、地域医療構想調整会議の議論に活用する
ことで、医療機能の分化・連携の推進およびその地域にふさわしい医療体制の確立を図ることができる。

３
年
目
の
見
直
し

－

- -

[うち事業拡大分] － － [0千円] [11,999千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

-

- (1,502 千円)

-

実 績 ( 見 込 ) - - - -

目 標 - -

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

－ －

- (100.0%)

(単位当たりコスト) - -

- - - 10

-

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 －

3,078 千円 15,018 千円

10

実 績 ( 見 込 ) - - - (10)

【年度】
地域医療構想調整会議に
おける分析結果に基づく協
議の回数（全10圏域）

目 標

達成率(見込) - -

［うち事業拡大分］ - -

賞与引当金繰入額     b － － 55 千円 55 千円

退職手当引当金繰入額 c － － 65 千円 74 千円

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

－ － 891 千円 899 千円

職員給与費　　　　   a － － 771 千円 770 千円

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 － 従事人員 －

13,939 千円

0 千円

180 千円

(その他[医療介護推進基金]) － － (2,187千円) (14,119千円)

(0千円) (0千円)

－ (0千円)－ (0千円)

その他需用費等 － － 180 千円

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － －

(県債)

(0千円)(一般財源) － － (0千円)

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

補助金・交付金 － －

事業費① － － 2,187 千円

－ － 2,007 千円

-

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課企画調整班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 － － 0 千円

0 千円

貸付金 － － 0 千円

２年度当初予算額

14,119 千円

地域医療構想推進体制強化事業（令和元年度～） 連 絡 先 078-362-3135

0 千円

0 千円

委託料
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事業費① － － － 6,500 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金 － － － 0 千円

委託料

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課医療人材確保班

事 業 名 院内助産・助産師外来設置促進支援事業（令和２年度～） 連 絡 先 078-362-3251

２年度当初予算額元年度当初予算額

－ － － 0 千円

6,500 千円

貸付金 － － － 0 千円

－

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － －

補助金・交付金 － －

その他需用費等 －

(一般財源) － － － (0千円)

－ － 0 千円

(その他[医療介護推進基金]) － － － (6,500千円)

－ (0千円)

(県債) － － － (0千円)

賞与引当金繰入額     b － － － 55 千円

－ － － 899 千円
人件費②（a＋b＋c）

従事人員 － 従事人員 － 従事人員 － 従事人員 0.1人

職員給与費　　　　   a － － － 770 千円

退職手当引当金繰入額 c － － － 74 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 － 従事人員 － 従事人員 0.1人

－ － － 7,399 千円

実 績 ( 見 込 )

[うち事業拡大分] － － － [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

30年度
実績

- - - (2) 【令和7年度】

-

(3,700 千円)

-

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額

-

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

【年度】
院内助産・助産師外来の
新規設置箇所数

目 標

達成率(見込) - - -

- - - 2 12

(100.0%)

(単位当たりコスト) - - -

［うち事業拡大分］ - -

［うち事業拡大分］ - -

実 績 ( 見 込 ) - - - -

- -

-

達成率(見込) - - - -

評
　
　
価

・地域における安全・安心なお産の場を確保し、妊産婦の多様なニーズに応えるため、院内助産・助産師外
来の設置促進を支援し、医師と助産師とのチーム医療の推進及び周産期医療体制の維持充実と産科医師の負
担軽減が必要。
・県：事業者=１：１の負担割合であり、事業者にも負担が発生していることから、適正なコスト設定による
支援制度となっている。

３
年
目
の
見
直
し

－

(単位当たりコスト) - - - -

目 標 - - -
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- -

(単位当たりコスト) - - -

［うち事業拡大分］ - -

達成率(見込) - - - -

評
　
　
価

・国の補助制度を活用して、医療機関の病床削減および統廃合に対する財政支援を実施することで、地域医
療構想の更なる推進を図ることができる。（2025年必要病床数と比して過剰となる病床機能の病床数を、令
和７年度までに段階的に削減する）
・また、補助額は国庫補助単価を基準とし、事業コストは適正である。

３
年
目
の
見
直
し

－

- -

[うち事業拡大分] － － － [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

-

- (269 千円)

-

実 績 ( 見 込 ) - - - -

目 標 - -

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

従事人員 － 従事人員 0.1人

－ －

- (100.0%)

(単位当たりコスト) - -

- - - 1,340

-

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 －

－ 360,899 千円

7,996

実 績 ( 見 込 ) - - - 1,340 【令和７年度】

【年度】
2025年の必要病床数に対
し、過剰となっている病床
機能（急性期、慢性期）の
削減

目 標

達成率(見込) - -

［うち事業拡大分］ - -

賞与引当金繰入額     b － － － 55 千円

退職手当引当金繰入額 c － － － 74 千円

従事人員 － 従事人員 0.1人

－ － － 899 千円

職員給与費　　　　   a － － － 770 千円

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 － 従事人員 －

0 千円

－

0 千円

(その他[医療介護推進基金]) － － － (0千円)

－ (360,000千円)

－ －－ (0千円)

その他需用費等 － － －

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － －

(県債)

(0千円)(一般財源) － － －

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

補助金・交付金 － －

事業費① － － －

－ － －

-

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課企画調整班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 － － －

360,000 千円

貸付金 － － －

２年度当初予算額

360,000 千円

病床ダウンサイジング支援事業（令和２年度～） 連 絡 先 078-362-3135

0 千円

0 千円

委託料
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-

-

達成率(見込) - - - (100.0%)

評
　
　
価

・産科医・小児科医・総合診療医を目指す専攻医を対象に研修資金を貸与することで、不足する産科医・小
児科医不足の解消及び地域医療の担い手の確保を図ることができる。
・専門医取得後は医師確保が困難な医療機関へ派遣することにより、医療提供体制の確保を図ることができ
る。

３
年
目
の
見
直
し

－

- 5

(単位当たりコスト) - - -

［うち事業拡大分］ - - - -

[うち事業拡大分] － － － [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

(2,580 千円)

- -

-

実 績 ( 見 込 ) - - - (5)

専門研修プログラム登録
者数

目 標 - -

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

従事人員 － 従事人員 0.1人

－ －

- -

(単位当たりコスト) - -

- - - 1,265

-

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 －

－ 12,899 千円

1,274

実 績 ( 見 込 ) - - - ※ 【令和5年度】

【年度】
産科・産婦人科、小児科医
師数

（※）国の隔年調査（R2実
績はR3.12月公表予定）

目 標

達成率(見込) - -

［うち事業拡大分］ - -

賞与引当金繰入額     b － － － 55 千円

退職手当引当金繰入額 c － － － 74 千円

従事人員 － 従事人員 0.1人

－ － － 899 千円

職員給与費　　　　   a － － － 770 千円

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 － 従事人員 －

0 千円

－

0 千円

(その他[医療介護推進基金]) － － － (12,000千円)

－ (0千円)

－ －－ (0千円)

その他需用費等 － － －

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － －

(県債)

(0千円)(一般財源) － － －

29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

補助金・交付金 － －

事業費① － － －

－ － －

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課医療人材確保班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 － － －

12,000 千円

貸付金 － － －

２年度当初予算額

12,000 千円

特定専門医研修資金貸与事業（令和２年度～） 連 絡 先 078-362-3606

0 千円

0 千円

委託料

区　　　　分



事務事業評価調書

- -

(単位当たりコスト) - - -

［うち事業拡大分］ - -

達成率(見込) - - - -

評
　
　
価

・県立こども病院と地域の中核病院をつなぐ情報ネットワークシステムを活用し、オンラインによる協働で
の診療体制を整備することにより、投薬管理等のために経過観察を受けている遠方（西播磨・但馬・丹波・
淡路）の患者が地域に居ながら小児専門医の診療を受けられるため、通院の負担を軽減できる。
・一部診療科で試行し、順次診療科を拡大する。

３
年
目
の
見
直
し

－

- -

[うち事業拡大分] － － － [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

-

- 13,963

-

実 績 ( 見 込 ) - - - -

目 標 - -

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

従事人員 － 従事人員 0.1人

－ －

- (100.0%)

(単位当たりコスト) - -

- - - 3

-

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 －

－ 41,889 千円

4

実 績 ( 見 込 ) - - - (3) 【令和４年度】

【年度】
情報ネットワークに参加す
る地域の中核医療機関数

目 標

達成率(見込) - -

［うち事業拡大分］ - -

賞与引当金繰入額     b － － － 55 千円

退職手当引当金繰入額 c － － － 74 千円

従事人員 － 従事人員 0.1人

－ － － 899 千円

職員給与費　　　　   a － － － 770 千円

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 － 従事人員 －

0 千円

－

0 千円

(その他[医療介護推進基金]) － － － (40,990千円)

－ (0千円)

－ －－ (0千円)

その他需用費等 － － －

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － －

(県債)

(0千円)(一般財源) － － －

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

補助金・交付金 － －

事業費① － － －

－ － －

-

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課企画調整班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 － － －

40,990 千円

貸付金 － － －

２年度当初予算額

40,990 千円

情報ネットワークの整備事業（令和２年度～） 連 絡 先 078-362-4351

0 千円

0 千円

委託料



事務事業評価調書

- -

(単位当たりコスト) - - -

［うち事業拡大分］ - -

達成率(見込) - - - -

評
　
　
価

・ICT等機器・休憩室整備費用、改善支援アドバイス費用、短時間勤務要員の確保等に要する経費を医療機関
に支援することで、労働時間の短縮など医師の勤務環境の改善を図ることができる。
・今後示される国のスキームに基づき、適正なコストで事業を実施する。

３
年
目
の
見
直
し

－

- -

[うち事業拡大分] － － － [0千円]

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名 区　　分
29年度
実績

-

- (120,180 千円)

-

実 績 ( 見 込 ) - - - -

目 標 - -

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

従事人員 － 従事人員 0.1人

－ －

- (100.0%)

(単位当たりコスト) - -

- - - 5

-

30年度
実績

元年度
見込

２年度
目標

最終目標

総コスト（①＋②）
従事人員 － 従事人員 －

－ 600,899 千円

13

実 績 ( 見 込 ) - - - (5) 【令和４年度】

【年度】
本事業の対象医療機関の
うち、医師の勤務環境が改
善された医療機関数

目 標

達成率(見込) - -

［うち事業拡大分］ - -

賞与引当金繰入額     b － － － 55 千円

退職手当引当金繰入額 c － － － 74 千円

従事人員 － 従事人員 0.1人

－ － － 899 千円

職員給与費　　　　   a － － － 770 千円

人件費②（a＋b＋c）
従事人員 － 従事人員 －

0 千円

－

0 千円

(その他[医療介護推進基金]) － － － (600,000千円)

－ (0千円)

－ －－ (0千円)

その他需用費等 － － －

（
財
源
内
訳
）

(国庫支出金) － －

(県債)

(0千円)(一般財源) － － －

区　　　　分 29年度決算額 30年度決算額 元年度当初予算額

補助金・交付金 － －

事業費① － － －

－ － －

-

施 策 体 系 進む健康長寿 所 管 課 班 医務課医療人材確保班

事 業 名

経

費

内

訳

報酬・賃金 － － －

600,000 千円

貸付金 － － －

２年度当初予算額

600,000 千円

勤務医の働き方改革推進事業（令和２年度～） 連 絡 先 078-362-3606

0 千円

0 千円

委託料


